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第 3 章 事業計画書 

 
3.1 事業理念 

 
国際社会環境を十分に認識した上で、本事業は世界及びタンザニアのエネルギー問題及び貧

困問題に民間企業の立場から貢献する。 

 

① 中長期的視点に立つ、安定した収益事業を創出 

② 開発途上国が抱えている貧困問題、安定した経済活動の基盤作りに貢献 

 

 

 
最終的な目標は、タンザニア国で地産地消を実現すると共に、日本が将来必要とするバイオ

燃料を精製石油に近い値段で安定供給する体制を築き上げることにある。 

 

 

3.2 会社の設立 

 

設立 

過去 5 年余にわたり日本とタンザニアの有志が合同研究会を催してプレスタディを行って

きたジャトロファ事業構想を実行する事業体として、2002 年 2 月、日本ジャトロファ株式

会社（Japan Jatropha Inc. : JJ）を設立した。 

 

事業内容 

タンザニアにおけるジャトロファの植栽、収穫、集荷、搾油、加工、及び流通販売を事業内

容とする。 

 

製品・サービス 

 本事業を通じて、以下の製品及び販売サービスを提供する。 

・JEF（Jatropha Emulsion Fuel：ジャトロファ・エマルジョン燃料）の販売 

・JEF を利用した発電・売電事業 

・J 炭（Jatropha Briquette：ジャトロファ豆炭）の製造・販売 

・ジャトロファの搾りかすを利用した有機肥料の製造と有効利用 

・廃油の再生利用・販売 

[事業理念] 

 

・バイオ燃料を確保するため、小さいリスクで高い収益の事業を創業する 

・日本と開発途上国の間に揺るぎない信頼関係をつくる 

・両国の関係者に対して納得がいく裨益を約束する 
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図－8 ジャトロファ事業形態例 

 

 

会社プロファイル 

下記の通りである。 

 
 

     注：日本ジャトロファ株式会社は設立時の 15,000,000 円の資本金に 10,000,000 円を 

2011 年 6 月 9 日に増資し、資本金は 25,000,000 円である。 

 

  

アフリカTZ国内販売

日本国内販売

経営、総務、経理

植 栽

搾油、精製

ＴＪ

ＪＪ

原油等の流れ

資金の流れ

経営、総務、経理

輸 出

原油加工
（精製を含む）

日本国内
販売業者等

タンザニア（TZ）

日本

 
会社概要 
 
会社名    ：日本ジャトロファ株式会社 （Japan Jatropha Inc.） 
資本金    ：25,000,000 円 
代表取締役  ：松尾 雅史 
本社所在地  ：〒107-0052 

          東京都港区赤坂 7-9-5 赤坂 Q ビル 302 号室 
Tel & Fax     ：  03-5570-9334 
E-Mail    ：jj@japan-jatropha.com 
URL     ：http://www.japan-jatropha.com 
沿革     ：平成 22 年 2 月 24 日設立 
役員     ：代表取締役  松尾雅史 

            取締役  市川悌二 
            取締役  平野 哲 
            取締役  浦野 哲 



3-3 
 

JJ の役職者リスト 

役職 氏名 担当 略歴 

代表取締役 松尾雅史 CEO ジャトロファ研究会幹事、 

㈱国際情報リサーチ研究所 CEO 

取締役 市川悌二 経営戦略 元三菱商事㈱理事（機械部門）、 

元欧州三菱商事副社長 

取締役 平野 哲 総務 元日本電気主席技師長 

取締役 浦野 哲 技術 ㈱国際情報リサーチ研究所技術課長 

経理部長 西山吉洋 日/TZ 経理 元税務大学校教授、税理士 

監査役 小林七郎 日/TZ 法務 日本弁護士連合会常務理事 

国際部長 飯室栄 国際営業 元伊藤忠商事社員 

技術部長 加藤釼嗣 品質管理 ㈱国際情報リサーチ研究所顧問、元防衛庁空将補 

植栽部長 瀬川宗生 植栽 元林野庁、JICA のケニア、タンザニア派遣専門員

 

2011 年 5 月にタンザニアジャトロファ株式会社（Tanzania Jatropha Co. Ltd.:TJ）を設立した。

会社プロファイルは下記の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Company profile 
 

Tanzania Jatropha Co. Ltd.  
 
Incorporated       ：25th May, 2011 
Paid-in Capital    ：50,000,000Tsh 
 
Adress ：P. O. Box 1916, Morogoro Tanzania 

(Location : TASO Grounds, Block 1 / Plot #1) 
 
The Chairman of Board Director ：E. E. E. Mtango 
The Representative Director    ：Masashi Matsuo 
Managing Director             ：Lillian M. Mkony 
Director (Agro forestry)         ：MuneoSegawa 
Director (Administration)        ：TetsuUrano 
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TJ の役職者リスト 

役職 氏名 担当 略歴 

会長 E.E.E.Mtango 統括、渉外 前タンザニア駐日大使 

Tanzania Investment Center 会長 

代表取締役 松尾雅史 CEO 日本ジャトロファ㈱CEO 

㈱国際情報リサーチ研究所 CEO 

取締役 Lillian M. Mknoy Managing 

Director 

元 Jatropha Products Ltd. 取締役 

取締役 瀬川宗生 植栽 元林野庁、JICA のケニア、タンザニア派遣専門員 

取締役 浦野 哲 総務 ㈱国際情報リサーチ研究所技術課長 

(法人株主) 日本ｼﾞｬﾄﾛﾌｧ㈱ 筆頭株主  

 

 

3.3 事業体の運営 

 

 JJと TJの基本的な関係は下図に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  a. JJと TJ は親会社－子会社、あるいは連結決算の関係会社ではない。事業活動の舞台が異な

るため、それぞれは独立した企業として、提携、支援、協力関係にある。 

 

 

 
JJ 

 
TJ 

事業融資 

償還 

・公的資金 

・民間投融資 

JJ事業経営 TJ事業経営 

Investor 

Lender 

事業資金 

償還 

経営 

傘下に入って植栽 

成果物有償納入 

発電 

原油、JEF 

・JEFによる発電→売電 

・国内に原油、JEF販売 

・対日輸出 

 

日本国内に 

原油、JEF販売 

原油、JEF 

農民 

MJC、JC 

・TJの事業経営 

・発電事業 

・国内に販売、対日輸出 

・直営農場の事業経営 

・JJの事業経営 

・日本国内の輸入販売 収益 

収益 

図－9 JJ と TJ の基本的な関係図 

植栽 

植栽 

TANESCO 
(Mini-Grid) 

売電 

搾油 
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b.経営、運用、購入等は独立しており、JJ と TJ の関係は資機材については発注―受注、事業

運営は融資の関係である。原則として JJ が資金確保を担当して TJ の経営、運用、技術、

ビジネス展開をサポートする。タンザニアにおける現地業務は TJ が担当する。 

 

なお、JJ と TJ の関係を連結決算の関係ではなく、提携、支援、協力関係とする理由は以下

のとおりである。 

 

 2011 年 5 月に事業体 Tanzania Jatropha Co. Ltd.を設立する際にタンザニア側の弁護士と

協議した結果、タンザニアの経理、税務、法務は元宗主国イギリスの制度が基盤であ

り、国として特殊な見解による制度を作っている訳ではないと判明した。 

 日本から進出している某企業は現地子会社が赤字申告をしたところ、タンザニアの税

務署は親会社を利用した所得隠しがある判断した。 

 このような経緯を参考にして弁護士から親会社－子会社あるいは連結決算という方式

は主として税制上の理由で勧められないとの見解の表示があった。 

 

   法務は一般的な法制の把握では不十分で法令、判例に至るまで承知する必要があるため、

事案別に大きい誤りがない方向で日常業務は展開しておき、難しい事案の発生が予測され

たときに事案対応で措置してはどうかという助言があった。 

 

c.JJ と TJ は上記のスキームについて公式の合意文書を作成しているが、創業事業が具体化す

るペースに合わせて一層明確で詳細な経理、税務、法務に係る「取り決め」を作成する予

定である。 

 

 

3.4 事業実施のフェージング 

 

 (1) 段階別概要 

 

   事業整備段階は次の 3 段階で構成する。 

 

本ジャトロファ事業は、まずタンザニアで地産地消の創業事業（2,000ha）を行い、続いて

本格的な植栽を行う本格事業（20,000ha）、つづいて輸出事業に発展させる拡張事業

（1,000,000ha）を行う。 

経理的には創業事業、本格事業及び拡張事業は独立採算事業とする。 
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独立採算制は下記のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

   a. 創業事業（2,000ha） 

BOP調査の成果を継承することを重視してFY2011～2012に 2,000haの植栽を行うことで

スタートする。 

 

b. 本格事業（20,000ha） 

本格事業は FY2013 から、拡張事業は FY2015 から、創業事業（2,000ha）と並行して事

業を推進する。タンザニアにおいて地産地消の理念で堅実なジャトロファ事業体制を築

き上げることを目的とする。 

 

   c. 拡張事業（1,000,000ha） 

ジャトロファ事業の最終段階である拡張事業の目標を 100 万 ha の植栽とする。この段階

に到達して、地産地消の余剰産物であるジャトロファ原油を日本に大量輸出する。タン

ザニアにおいては、国として有力な輸出基幹産業を新しく創造することを目指す。日本

が本格的なバイオエネルギーの供給源を確保して、バイオエネルギー実用時代に入るこ

とを後押しする。 

 

表－11  事業規模と事業展開 

  事業資金 

 

事業展開 

（原油生産量） 

① 創業事業(2,000ha) 4.5 億円 地産地消（2,500ton／年） 

② 本格事業(20,000ha) 25 億円 地産地消（25,000ton／年） 

③ 拡張事業(1,000,000ha) 300 億円 地産地消（45 万 ton／年） 

対日輸出（80 万 ton／年） 

    

  

ジャトロファ事業会社 

創業事業部 

本格事業部 

拡張事業部 

収支決算 

収支決算 

収支決算 

3 事業部の資金準備及び総合的な

収支決算（収益）を行う。 

資金 
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[マイルストーン]                               億円 

 資金 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

BOP ビジネス調査 0.5             

創業事業（2,000ha） 4.5             

本格事業（20,000ha） 25.0             

拡張事業（1,000,000ha） 300.0             

 

 

 

 

 

2,000ha, 20,000ha, 1,000,000ha の Small Holder 及び Tenant と季節労働者の人数と面積の総計

は次の通り想定する。 

 

表－12 事業規模と当初 2 年間の累積参加人数 

創業事業 

(2,000ha) 

MJC(1) Small Holder 300 名 300ha 

Tenant, 季節労働者 120 名 200ha 

JC(3) Small Holder 900 名(300 名/JC) 300ha(900ha) 

Tenant, 季節労働者 300 名(100 名/JC) 200ha(600ha) 

本格事業 

(20,000ha) 

MJC(1) Small Holder 1,500 名 3,000ha 

Tenant, 季節労働者 1,000 名 2,000ha 

JC(10) Small Holder 4500 名(450 名/JC) 900ha(9,000ha) 

Tenant, 季節労働者 3000 名(300 名/JC) 600ha(6,000ha) 

拡張事業 

(1,000,000ha) 

JC(30) Small Holder 300,000 名(10,000 名/JC) 600,000ha 

Tenant, 季節労働者 200,000 名 400,000ha 

    注-1：Small holder は BOP 調査の結果を参考として、創業事業のとき 1ha／1 人とする。

本格、拡張事業は事業成功への期待が明確になるので 2ha／1 人とする。 

    注-2：Tenant 及び季節労働者は 3 年以降は上位事業に専門家として参加する。 

  

A+D 

C+D 

B+C+D 

B+C+D 

BOP ビジネス調査：A 
公的資金     ：B 
民間の投融資    ：C 
JJ の自己資金     ：D 

準備  ：

融資  ：

償却  ：

償却完了：
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(2) 各段階別売電事業計画 

ジャトロファ事業では TANESCO への売電を収益の大きな柱として位置付けている。創業

事業、本格事業、拡張事業の各段階において、次のとおり展開する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

創業事業 本格事業 拡張事業 

 

－ 

 

 

－ 

 

 

－ 

 

 

● 

 

 

● 

 

● 

 

－ 

 

 

● 

 

● 

IPP 
(自家発電) 

TANESCO
Mini-Grid

IPP 
(自家発電) 

TANESCO
Mini-Grid

IPP 
(自家発電) 需要者に直接販売 

OnGrid 

Off Grid 

その他 

TANESCO Mini-Grid
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3.5 創業事業計画 
 

 創業事業は、資金確保の可能性及び JJ・TJ の編成運用体制の充実を考慮して 2,000ha の規模で、       

BOP 調査の段階に開拓した事業協力者の体制を生かしつつ、2011 年度から展開する。 

 

 

＜目標＞ 

初年度にジャトロファを 2000 ヘクタールに植栽し、ジャトロファ種子を 10,000 トン、そこから

ジャトロファ原油 2,500 トン、JEF 2,500 トンを生産する。収益の柱として、本事業で生産する JEF

を使い、自社施設で発電事業を行い、TANESCO に売電する。その他、ジャトロファ原油の搾り

かすから有機肥料及びジャトロファ炭を製造するとともに、市中から廃油を回収し、それを精製

し、再利用する。 

 

＜具体的活動＞ 

a. 創業事業の展開地域は原則として一つの District に所属する 3～4 カ村で構成する。 

b. 創業事業は中核になる Model Jatropha Cooperative (MJC)×1 及び Jatropha Cooperative (JC)×3 の

構成とする。 

c. MJC は Small holder による 300ha 植栽、Tenant 及び季節労働者による直営植栽 200ha とする。

MJC の業務は Cooperative 及び植栽の Model となると共に JC からの収穫物（種子と殻）の集荷、

搾油、加工、販売を行う。 

成果物である JEF を用いて発電して Rural Area の Mini Grid に電力を供給する。 

d. 各 JC は Small holder による 300ha 植栽及び Tenant 及び季節労働者による直営植栽 200ha を行

うと共に、MJC の収穫物の集荷に協力する（植栽の大半は坪刈り地に直播するので Nursery は

不要である）。 

e. また、本事業で植栽したジャトロファが成長し伐採可能になるまでの間は、外部からジャトロ

ファ種子を購入し、JEF を生産して、TANESCO に対する売電のための発電用燃料とする。 

 BOP 調査において JC 長に選出された Ms. Lillian は前職で農家から種子を集めて欧州系企業に

納入する業務に携わっていた経験があり、創業事業初期の外部からの購入量は確保できると見

通している。 

 

 

具体的な事業工程は、ジャトロファの植栽、収穫、集荷、搾油、加工、流通販売で構成される。 

創業期間における具体的な事業内容は以下のとおり。 

 

(1) 事業対象地域の選定 

 

実施場所の選定に当たり、次の項目の点に考慮する。 

[植栽] 

・植栽適地であること。 

・事業の核になる Small holder が相当数確保できること。 
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・季節労働者、Tenant 募集が容易であること。 

    ・集荷作業・流通販売の利便性があること。 

 

また、創業段階では、生産した JEF を使用して自社施設で発電を行い、TANESCO に売電し

て収入を得ることを目標とすることから、TANESCO の Mini-Grid に対する電力の発電関連

の施設は、TANESCO と調整して Mini-grid の近傍に整備する。 

 

以上の条件を踏まえて、BOP ビジネス調査を展開した Morogoro 近郊を創業事業の植栽地と

する。尚、同地区の中でさらにどの地域を対象とするかは今後 TANESCO 側と協議して決定

する。 

 

  

 

 

 

図－10 事業対象地域 

 
   注：発電量（売電量）は JEF の生産量をベースにして TANESCO と調整して決定する。 

 

 

(2) 事業経営 

 

本事業では Outgrowing 方式を採用する。 

 

Outgrowing 方式は契約農業（Out sourcing）や依託農業など書面による厳密な契約関係に基 

づくものではなく、事業経営者と Small holder が信頼関係を醸成して長期にわたって確信をも

って商取引関係を持続する方式である1。 

    

Outgrowing 方式は、従来の近代的な大農場方式による植栽と比較して、以下の表のような強

みをもっている。 

 

  

                                                 
1Outgrowing 方式には厳密には FAO、タンザニア政府が公文書で使用している用語でありながら、明快な語義は確

定していない。しかし、本事業で本文のとおり定義する。 

植栽、収穫、搾油、加工 

(2,000ha) 

(Morogoro) 

発電、売電 

(Rural, Mini-grid の場所は TANESCO と協議) 
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表－13 近代的な大農場の植栽と Outgrowing, JC 方式による現地適応型植栽の事業性の比較 
 

アクションと効果 近代的大農場における植栽 Outgrowing, JC 方式による植栽 

投入資金（投機性） 大規模投資 中規模投資 

収益性 大 中 

植栽国の期待   

① 貧困対策 (--)貧困層労働者の resettlment (++)低所得農民の活性化､貧困対策 

② 荒野の利用 (-) 旧農地の転用 (++) 未利用地の開拓 

③ 事業の持続性 (--) 植栽国の潤いは少ない (++) 植栽国の積極的な支持、参入 

④ 自然環境保全 (--) 環境破壊の畏れ (++) 森林､土壌の保全 

⑤ 食糧対策 (--) 農地との搗合い (++) 共存 

⑥ 経済効果 (-)  収益は事業者に集中 

(-)  収益の本国送金 

(++) 収益は貧困層にも配分 

(++) 輸出産業 

事業経営者の期待   

① エネルギー源 (+) 量産効果 (+)  安定確保 

② 日本側の収益性 (-) 先行投資規模大 (+)  増大する需要に対応 

③ 事業創業と持続性 (-) 経験不足 (++) 長期収益事業 

④ 食糧、石油と共存 (-) 食糧とのバッティング (++) 共存共栄 

⑤ 経済効果 (-) 経験不足 (++) 開発途上国支援 

⑥ 就労の機会 (-) 多くの労働力は不要 (++) 季節労働者の採用 

評  価 ＊日本では事業経験が少ない *これから築き上げる新しい取組 
*マイナス要因はない 

※ 近代的大農場の概念：緑の革命で推進された土木工事による農地の造成、灌漑施設の整備、   
大型農業機械による耕作・収穫、化学薬品・化学肥料の使用、品種改良等を

適用した農場 

 

過去、タンザニアでは欧州の A 企業が Outgrowing 方式によるジャトロファ栽培の実践を試み       

ているが、成功していない模様である。同社の経営陣がタンザニア国内の潜在市場から離れ

た土地にジャトロファの植栽地を選んだこと及び農民との意志の疎通不足からジャトロファ

の植栽・生育からの離反を招いたことが原因とみられる。 

 

このような経験を踏まえ、欧州企業と同じ失敗を繰り返さないため、本事業では、JJ/TJ と農    

民の関係を書面による厳密な契約関係で規定するのではなく、両者の約束事を経営者側が多

くのインセンティブで補強して、双方に納得がいく形で、植栽と成果物の販売という業務分

担を行い、生じた利益は両者で共有する方式を採用する。 

（別添資料－3：インセンティブの詳細） 
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(3)タンザニアにおけるジャトロファ事業の実施体制 

 

Outgrowing を実行する MJC 及び JC の組織化 

 

植栽にあたって、TJ の直轄する MJC（Model Jatropha Cooperative、500ha）と 3 か所（500ha

×3 カ所）の JC を編成する。 

創業事業（2,000ha）の間は事業規模が小さいので TJ と、Model Jatropha Cooperative（MJC）

及び Jatropha Cooperative（JC）は兼務によって経営運営する一つの事業体と考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－11 実施体制図 
 

   a. MJC の役割及び体制 

     

MJC の役割を、タンザニアのジャトロファの植栽のモデル農場とする。MJC は植栽のモ

デルを展示すると共に、搾油、原油の加工及び発電機能を備え、各農民が収穫したジャ

トロファ種子を集荷し、搾油、ジャトロファ原油の加工、発電事業を担う。 

 

MJC は多くの JC を整備する際に模範となる体質を備える。BOP 調査成果を踏まえて、

豊かな経験と高い判断力を備えたメンバーをリーダーとして確保して体制を整える。具

体的には以下の陣容とする。 

 

    ・MJC 長（TJ の Director Manager が兼務）：MJC の運営 

・MJC 長補佐：技術分野を担当 

・MJC Staff-1：総務、経理及び人事を担当 

   MJC Staff-2：技術及び農業機器等の管理を担当 

    ・MJC Worker：整地、植栽等を担当 

     MJC についてはトラックの運転手等 10 名を FY2012 から雇用する。 

 

そうしたリーダーシップの下で、MJC には自主的な意思で参加する Small holder（自作農）

を中心にして組織化する。 

 

TJ 

(創業事業会社) 

MJC 長×1 人 

（創業事業の現場責任者）

JC 長×3 人 

（Small holder を束ねる中心） 

-Small holder 
- Tenant 
- Seasonal Worker

任務 
 創業事業運営 
 Outgrowing の実行 
 
実務 
 MJC 運営、 

成果物の販売 

任務 
 運営、JC 長の指導 
 
 
実務 
 植栽、集荷、搾油、加工

任務 
 農民を束ねる 
  
 
実務 
 植栽、収穫 
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    MJC Worker の構成                      （人） 

業務 1 年目 2 年目 3 年目以降 

事務、管理等 5 5 5 

直営地の整地、植栽、収穫 40 40 15 

農業機器等の管理 3 1 2 

収穫、集荷協力 0 1 5 

搾油 3 3 5 

精油加工、発電 3 3 5 

J 炭製造 3 3 3 

有機肥料 3 3 2 

合計 60 60 42 

     注：Worker は 2～3 年後に従事する業務の専門家となるよう養成する。 

       運転手は Worker の中で免許を持つ者が兼務する。 

 

  農業機械等 

 そして、MJC の活動のため、MJC は以下の農業機械等を保有する。 

項目 1 年目 2 年目 3 年目以降 

中古トラック（5 台） 植栽支援 植栽支援 収穫、集荷 

中古タンクローリー（3 台） 原油、廃油、

JEF の輸送 

原油、廃油、JEF

の輸送 

原油、廃油、

JEF の輸送 

刈払機 植栽支援 植栽支援 植栽管理 

農具 植栽支援 植栽支援 植栽管理 

燃料、維持費 ○ ○ ○ 

     注：年間 10,000 ㌧のジャトロファ種子の輸送力は下記の通りである。 

2 ㌧×5 往復／日×250 日×5 台＝12,500 ㌧ 

 

b. JC の役割及び体制 

 

JC の役割を MJC が行う植栽事業を範とし、傘下の Small holder を掌握してジャトロファ

の植栽と収穫を効率よく行うこと、及び収穫した種子を確実に MJC に対して出荷するこ

ととする。 

 

JC はジャトロファ事業の実行組織（最少機能単位）として機能する。農民（Small holder：

自作農、Tenant：小作農）の自主的な参加（Affiliated member）を大前提として、実行組

織を構築する。但し、JC では植栽のみ行い、搾油、加工は行なわない。 

 

    ・Cooperative（MJC＋JC×3）は Small holder 300 名を抱えてそれぞれが 300ha の植栽を

行う。併せて、MJC 及び JC×3 はそれぞれに 200ha の直営植栽地を確保して 100 名
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の Tenant 及び季節労働者によって 200ha の植栽を行う。 

・Tenant（小作農）と季節労働者により直営農場に植栽 

・MJC の集荷に協力 

     ・JC 長×3 ヵ所 

      県、村等の地方自治体と直接、間接的に連携する業務 

      農民等に対するインセンティブを的確に適用 

・JC 長補佐×3 ヵ所 

広大な地域に散在する農民等及び植栽地の実状を把握 

TJ 及び MJC に報告する任務は JC 長補佐の担当 

・JC Staff×3 ヵ所 

JC Staff はそれぞれの JC に係る専門分野を担当 

        JC Staff-1：総務を担当、Small holder の掌握 

JC Staff-2：植栽、収穫指導、MJC の集荷支援、植栽地の観察 

JC Staff-3：主として経理、人事を担当 

Small holder 等傘下に入った関係者の把握 

・JC Worker：整地、植栽等を担当 

     尚、植栽時は多くの労働力を必要とするが、3 年目以降は植栽地の維持管理と収穫 

業務のみとなり、労働力は削減できる。 

 

  JC Worker の構成                        （人） 

業務 1 年目 2 年目 3 年目以降 

JC 事務、管理等 5 5 5 

直営地の整地、植栽、収穫 40 40 8 

農業機器等の管理 3 3 2 

収穫、集荷協力 2 2 3 

合計 50 50 18 

 

   農業機器等 

項目 1 年目 2 年目 3 年目以降 

小型トラクター 植栽支援 植栽支援 収穫、集荷 

刈払機 植栽支援 植栽支援 植栽管理 

農具 植栽支援 植栽支援 植栽管理 

燃料、維持費 ○ ○ ○ 

 

MJC 及び JC の編成に当たり最重要事項は MJC 及び JC の中核になるリーダーの人選であ

る。リーダーは 300 余の人の組織を束ねる管理職の能力と、趣旨に賛同してジャトロファ

事業の傘下に入る Small holder との間で信望があり、統率力も重要な要件である。 

 

   創業事業の MJC 及び JC のリーダー候補者の選出は Tanzania Jatropha Co. Ltd.の Managing 
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Director が担当する。最終的な人選と指名は Chirman が決定する。 

 

c. MJC と JC の人員募集 

 

・創業事業を開始するため、2011 年 11 月～12 月に 3～4 カ村を対象にして 600 人の Small 

holder を募集する。 

 

     さらに、FY2012 の 9 月～11 月に FY2011 と同じ 3～4 カ村を対象にして更に 600 人の

Small holder を追加募集して計 1,200 人の Small holder を傘下に入れる。 

 

    FY2011 に 400ha、FY2012 に 400ha で計 800ha の直営農場用地を確保する。その際、420

人の Tenant 及び季節労働者を募集する。 

 
表－14 MJC、JC に参加する当初 2 年間の農民等の総括表 

 FY2011 FY2012 Total 

SH(人) T, 労 ha SH(人) T, 労 ha SH(人) T, 労 ha 

MJC SH 150  150 150  150 300  300 

直  60 100  60 100  120 200 

JC-1 SH 150  150 150  150 300  300 

直  50 100  50 100  100 200 

JC-2 SH 150  150 150  150 300  300 

直  50 100  50 100  100 200 

JC-3 SH 150  150 150  150 300  300 

直  50 100  50 100  100 200 

Total SH 600  600 600  600 1200  1200

直  210 400  210 400  420 800 

 

 

 

d. 用地確保 

・MJC の植栽地 500ha は、自主的に本事業に参加する Small holder の所有地 300ha と TJ

がジャトロファの植栽用に借り上げる直轄地 200ha である。加えて、搾油機、エマル

ジョン装置及び J 炭製造機、資材集積所等の MJC 関連施設に使用する TJ 運用地（借

用地）100ha が必要となる。 

 

・Small holder の累積植栽地 300ha はもともと、農民が自己所有していた農地が提供され

る（自主的な参加であるため、TJ 社は借用代の支払い義務はない）。 

 

 

SH：Small holder 
直：直営植栽 

T ：Tenant 
労：季節労働者 
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・直営農場は植栽の模範となる植栽地を作る目的で整備するので、200ha を計画するが、

用地は村、県の管理地、大地主の協力を得ること、あるいはサイザル農地2の跡地の利

用等様々なオプション付きで具体策を練ることになる。TJ 直轄地は、TJ と土地の管理

者が土地の貸借合意書を作成する。 

 

そして、ジャトロファ植栽用地は農業､牧畜､居住、その他の目的で使用されていない

未利用地に限定する。また、Small holder の植栽地及び直営植栽地は現状維持を前提に

するため、先住者の退去、即ち、Resettlement を求める計画は全くない。 

 

    ・農業､牧畜､居住、その他の目的で使用している土地と未利用のジャトロファ植栽用地     

が混在している場合は、TJ の立ち会いで、JC 長が当事者と合意書を作成する。 

 

・ジャトロファ植栽地区内の直径 15cm 以上の大型樹木は現状のまま残置する。 

 

MJC（植栽地の合計 500ha） 

 

MJC については、具体的に以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

    図－12 初年度の MJCの構成 

 

     植栽面積は 1 ヵ村について平均 500ha であるが、注意して見れば村の中に植栽地が散

見される程度になる。直営農場の 200ha×4 は、村当局、或いは旧国営農場等を長期借

用契約している大地主にとっては微々たる面積である。 

 

各 Small holder による植栽は平均 1ha を予定しているが、Small holder が自主的に植栽

を数 ha に拡大する意志があれば歓迎する。同様に大地主から 300ha～500ha を直営植

栽地として無償で提供するという提案を歓迎する。 

 

 

 

                                                 
2サイザル農地とは、麻袋の原料としてサイザル麻を植栽している農地をいう。 

 
300ha 

300 人 

 
200ha 

50 人 

Small holder 所有地 TJ 直轄地（借用地） 

植栽者 

：Small holder 

植栽者 

：Tenant、季節労働者 

100ha 

10 人 

TJ 運営用地（借用地） 

業務 

 ：搾油、加工 
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図－13 最小単位の Outgrowingのイメージ 

 

    本調査の際の Small holderの参加者数及びジャトロファ植栽予定面積の積算値は表－15   

に示すとおり 57.75ha／34名である。 

 

e. JC編成の可能性 

 

・本調査では Cooperativeの組織作りのために、トライアルで JC長及び JC長のスタッフ

を選定した。 

 

    ・JC長は本調査に参加するまでは在タンザニアの Jatropha Product Co. Ltd. の Directorと

してジャトロファ普及活動を行っていた Ms.Lillian を指名した。Ms. Lillian はジャトロ

ファに関して Small holder を募集して植栽させて成果物を集荷センターに持ち込ませる

までのプロセスの実務経験が十分にある。 

 

・JC長のスタッフとしてジャトロファの植栽を 5～6年にわたって実行してきた専門知識

をもつ Mr. Huseinを配置した。同じく Mr. NsajigwaMwasokwa は JC組織の運用実務に、

Mr. NkundwaMwasokwaは植栽に農業の専門技能を反映する形で JC長の補佐役として配

置した。 

 

こうした陣容の下で、BOP ビジネス調査を 2011 年 3 月に開始した後、2011 年 7 月上旬

までの間に、Small holder の募集を行った。 

 

・具体的には、Small holder 30余名と個人別に面接してジャトロファ事業の趣旨を説明して

参加意志を確認した。その際、参加の証となる書類は作成していない3。 

                                                 

3 BOP 調査は実行の可能性の調査であり、事業の実行を意図した実務行為ではないという制約であった。実行で

きなかった場合、あるいは遅延した場合、信義に反する行為となり、ジャトロファ事業の開始と展開に影響を及

ぼしかねないことを危惧した。 

農民 Small holder の所有地（平均 5ha） 

ジャトロファ植栽は本事業に賛同する農民

（Small holder）が所有する土地の中で農業、そ

の他の用途に使用されていない未利用地に行う。 

その際、これまで従事してきた農業はその規模を

維持して継続することを絶対の参加条件とする。 

その他（家、植樹等） 

(1 ha) 

農地 

(1 ha) 

未利用地 

 

ジャトロファ植栽 

(1～2ha) 

拡張用農地 

(1 ha) 
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・この参加者募集活動は村当局からの紹介、あるいは個人的な人脈をたどり、各個人を訪

問して、説得、勧誘する方法を採用した。賛同して傘下に入る意志を表明した Small holder

から紹介されて次の新しい Small holder を説得する方式をとった。 

     

多数の Small holder の参集を求めて事業構想パンフレットを多数配布してジャトロファ

事業計画説明会を催すことができる状況ではなかった。村又は県に依頼して、広く農民

達に対して積極的に働きかけた訳でもない。それにも拘わらず、自分の将来を切り開く

ために JJ/TJ の傘下に入ってジャトロファ植栽を開始したいという多くの Small holder が

自主的に本事業への参加を申し出てきた。 

 

 

 

 

 

 

 

図－14 青空村議会の様子 

    

また、この 30 余名の Small holder 以外にも、どの程度の数の Small holder が将来 Jatropha 

Cooperative に参加する可能性があるかを調べた。具体的には、JJ／TJ は 2011 年 8 月 8

日を中心に Morogoro で開催される農業祭の展示会場にエマルジョン装置を展示した。こ

れによって、JJ／TJ のアクションは本格的なジャトロファ事業をタンザニアで始めるこ

とを示した。 

 

この結果、表－15 以外にも現地農民が高い関心を示した。2～4 年前にジャトロファ植栽

して種子が収穫できるようになったが、売れないためジャトロファ成木の伐採を考えて

いる Small holder を引き留める目的で、TJ は 2011 年末から創業事業に取り組む予定であ

り、成果物を買い上げると意思表示をしたことも大きかったと思われる。 

 

こうして、多くの small holders の本事業への積極的な参加意思を確認できたことによっ     

て、今後、創業事業を開始する際、MJC 及び JC を計画どおり組織することが可能と確  

信した。 

    今後、創業事業（2,000ha）は JJ／TJ が資金準備に万全の手立てを行った上で、村と村議

会と報道陣が参加して、多数の農民を集めて青空の下で 2011 年内にジャトロファ事業の

受け入れ及び事業参加者募集の官民合同会議を催し、必要な small holder 数を確保する。 

 

タンザニアでは中央及び地方の行政府並びに農民にとっても未経験の領域である。しか

し、ジャトロファ事業に関与する行政府の関係者も前向きの姿勢を示している点を大変

心強い。 
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f. 未利用地の利用の実現可能性 

 

本事業の中心になる土地は農民 Small holder が保有している農業用地で未利用の部分、

即ち未利用地の活用である。 

    

    国有地、国営農場等から私有化がされた未利用地が大量にあり、直轄植栽用地として利

用することを考える。 

 

下記の資料はタンザニア投資局（Tanzania Investment Center :TIC）と国土省等がまとめた

外国の事業家に提出できる土地の累積は約 300 万 ha である。 

   

表－16 植栽候補地 

 

 
出典：Current Status of Proposal Land Parcels, National Land Use Planning Commission  

Tanzania Investment Center：2010 年 6 月 
 
 

2.2.2 Land Area 
Land area for each parcel is indicated in hectares. Two methods were used  to verify the Land area 
reported. One is by measuring or reading from the map where such parcels are mapped surveyed and 
titled. Where land parcels have not been surveyed intelligent estimate was made by plotting the 
boundaries on the 1:50,000 topographical sheets or other structure maps available and measuring or 
calculating the area.  Estimates were also made by use of the Land owners and district experts 
experienced in measuring farms in acres, figures which were converted into hectares.  
 
The total number of verified parcels is 743 and together they cover a total Land area of 3,140,015 ha. Out 
of these the surveyed Land area is 695,988 and the unsurveyed 2,444,027 ha. It will be noted that the 
verified figure for both parcels and Land area is different from the original presentations which was 
4,531,848. This difference is attributed to the fact that during the verification exercise some of the parcels 
were not visited due for reasons that they could not be reached. Others were left out because they were 
found to the unsuitable for inclusion in the Land Bank.  
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   元国営のサイザル農場は民間に払い下げられて、利用されず遊休地になっているケースが

多い。これらの土地を所有している地主が自力で広域のジャトロファ植栽地を造成して JJ

事業の傘下に入る可能性がある4。その場合、JJ としては直営農場と同等と評価する。 

  

                                                 
4遊休地の事例としては、2011 年 3 月に訪れたタンザニアの Morogoro の大地主の農場は 4 万 ha で、そのほとんど

が全く使用されておらず、ジャトロファ植栽適地として使用して欲しいと求められた。この時は 50US$／ha の年

間借上げ費で長期契約という条件を示されたため交渉を中断している。 

元サイザル農場跡地（Morogoro） 元国営農場跡地（Morogoro） 
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 (4) 植栽 

 

＜目標＞ 

ジャトロファ用地の面積は区画に関係なく 1,000 本の植栽ができた場合に 1ha 植栽とする。 

従って、創業事業期間（2,000ha）では、1,000 本/ha ×2000ha＝2,000,000 本を植栽する。 

 

＜植栽方式＞ 

JJ/TJ のジャトロファ事業の植栽は定植地に直接播種する方法を主として採用する。 

タンザニアでは一般的にPotに播種して1～2ヶ月後に成長した苗木を植栽地に定植するケ

ースが多い。Pot 方法では広域にジャトロファを植栽する場合に大規模な Nursery が必要に

なるのに対し、直播方法は植栽経費の節減を図ることができる利点がある。 

 

植栽は労働力及び経費の関係で 2 年に分割して 1,000ha／年とする。 

 

ジャトロファの植栽は特殊な技能と大規模な資金を必要としない坪刈りと直接播種の組

み合わせ、又は挿し木とする。播種を小雨期（11～12 月）にするか、雨期の始め（1～2

月）の何れにするかは現地の裁量とする。 

 

＜植栽作業の手順＞ 

実際の植栽作業にあたっては、JJ は TJ に対して植栽用地選定手順についてガイダンスを

与える。それを通じて、以下を確保する。 

 

・農業の障害となる植栽はしない。 

・植栽技法は MJC が植栽実務者に demonstration する。 

・植栽間隔、密度は当初は多目にしておき、成育不順なものは間引きする。 

・植栽後 1～2 年間、長期干魃の場合は水遣りを考慮する。 

・苗木から成木までの数年間は積極的に有機肥料を施肥及び刈り取った雑草によるマルチ

を奨励する。 

・タンザニアの農業大学、農事試験場、ジャトロファ植栽事業者等の助言を重視する。 

・植栽データを収集記録する。 
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植栽要領 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

植栽したジャトロファの健全な成長と成木に望ましい環境を維持する。 

MJC のメンバーは、計画的に直轄農場及び傘下の農民の植栽地を巡回する。 

 巡回の着眼： ・樹木の健全性、病気、害虫 

・ミネラル等の過不足 

・土壌の状態 

 ・通風、日照状態 

 ・種子の品質等 

   巡回の際に問題点を見出した場合は、MJC の専門家が対処すると共に、問題点と解決策を

ジャトロファ植栽者に周知させる。 
 

[参考：定植地に直播する方法] 

   

坪刈りの面積は約 2m×2m を目安にして、幹径 15cm 以上の樹木は原則として自然環境保

護の目的で残置して、ブッシュはノコギリで伐採する。雑草はエンジン付き刈払機を一括

購入して関係者が共用して除草する。 

   伐採したブッシュはジャトロファ事業の関係者にインセンティブとして提供する。 

 

   坪刈りの中心部を 50cm3 耕して、発芽、出根を容易にして、雑草の成長に負けないように

化学肥料を少量施肥する。 

施肥及び刈払機で刈り取った雑草によるマルチの要領はその基準を TJ が定める。 

 

   坪刈り直接播種するさいは 1 ヵ所に 3～4 粒播種する。 

TJ 案 [タンザニアの専門家・経験者の助言、JC の立地条件を加味] 

植栽方式の確定 ：TJ が最終的に決定 

植栽作業 ：TJ の指導のもとに、JC が農民の植栽を指導、管理 

必要に応じて施肥 ：TJ 指導により、JC が農民に指示 

成長の評価 

成木の管理、下払い等 

JJ の見解 

：MJC の専門家が巡回して観察指導 

：MJC の専門家が巡回して、観察指導 
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発芽率は 80%以上であるので 2～3 本の苗が育つ。1 本を残して間引きを行い、間引いた苗

は直接播種に適していなかった場所に移植する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－15 坪刈りによる植栽 

 

      

 

   道路沿い、用地の境界等にジャトロファを植栽する場合は挿木も考える。 

   ジャトロファは 3～4 年目以降は不要で切り落とす枝木が多量に発生するので挿木材料は 

容易に入手できる。 

 

※ 当初の播種用の種子費用、少量の化学肥料費用、並びに刈払機の費用については MJC、

JC の経費として計上している。 

 

＜植栽技術の妥当性＞ 

JICA の BOP ビジネス連携促進 F/S の期間中、50ha の用地を確保し、ジャトロファの苗木

を試験的に植栽した。 

 

   ・植栽については「Nursery で Pot による苗作り」、「トラクターを用いた用地に直播」、及

び「坪刈りに直播」の 3 つの方法を平行的に行った。 

   ・苗の成長は 3 つの方法共に良好であった。 

   ・植栽の費用対効果は「坪刈りに直播」が最良と判断した。 

   ・坪刈りは、刈り取った雑草をマルチ及び有機肥料とする効果が大きい。 

   ・坪刈りの播種 3～4 粒は 80%以上の発芽率で 2～3 本が育つ。間引きした 1～2 本は苗木と

して他の場所に定植する。 

 

Tanzania, Sokoine University of Agriculture (SUA) Prof. Reube に技術的な妥当性を調査の上、レポ

ートを纏めてもらった。提出されたレポートの抜粋は次の通りである。創業事業期間中はこ

の植栽方法で取り組んでみるので良いだろうとのコメントを得た。 

 

Jatropha 用に播種の周囲約 2m の雑草を除去、 
約 50cm3掘り起こした穴に 3～4 個の種子を播種 

植栽エリア全ての整地はしない。 

播種 

2m 

2～2.5m 

MorogoroDakaw にて撮影 (2011.6.10) 

この方式については、現地を視察した Tanzania, Sokoine University of Agriculture (SUA), 
Prof. Reuben も適切な方策であると合意された。 
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 Prof. RReuben(左)、DDr. Amuri(中)にによる現場視察
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察 DDr. Damas とジジャトロファ植植栽について意

 

意見交換
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植栽段階では、当初計画どおりに植栽面積を確保できず、結果として収穫段階でジャトロフ

ァ種子を収穫・集荷できなくなる潜在的リスクが存在するので 2,000ha の 1～2 割増の面積の

植栽を予定している。 

 

欧州の A 企業の事例をみると、ジャトロファ事業者に加工販売体制がないためジャトロファ

種子を買い上げず、small holder のコミュニケーションが十分に図られていない場合、ジャト

ロファ事業者が気づかない間に small holder がジャトロファ栽培から他の農産物の栽培へ転

換してしまう可能性がある。 

 

そこで、JJ/TJ のジャトロファ事業では MJC による JC へのこまめな巡回指導によって、そう

した潜在的リスクの顕在化を防止する。さらに、本事業が苗木から植えたジャトロファが生

育し、伐採できるまでの間、ジャトロファ種子を外部から調達し、それを搾油・加工し、エ

マルジョン油を精製し、それをもとに発電事業を行うなどして、キャッシュインを確保し、

small holder に利益を還元する。創業事業の推進ペースは資金確保に合わせるものとして 2 年

間に分割して運営する予定である。 

 

こうした一連の措置によって、当初予定の 2000ha の植栽面積の確保、及びそこでの 2,000,000

本のジャトロファの植栽は十分に達成できると考えている。 

 

 

(5) 収穫及び集荷、搾油 

 

＜目標＞ 

創業事業期間では 2,000ha に合計 2,000,000 本のジャトロファを植栽し、ジャトロファの成木

1 本当たりの年間種子収穫量を 5kg として、年間で 10,000 トンの種子を収穫する。 

搾油機 7 台を用いてジャトロファ原油重量 2,500 トン（＝10,000 トン×25％）を得る。 

 

  収穫は播種後、3 年目に 20%、4 年目に 50%、5 年目に成木となったとき 100%収穫できる。 

 

収穫作業は MJC と JC の small holder が行う。MJC と JC は small holder に対してジャトロフ

ァ種子を収穫する際に異物が混入しないように指導する。 

 

ジャトロファ種子及び殻の集荷は、集荷バックを Small holder 等に事前に配布しておき、種子

は Small holder の軒先で計量して現金で買い上げる。そして、JC が MJC に持ち込む。集荷す

る条件として、集荷担当者は種子の品質を集荷担当者が目視で抽出検査を行い、タグを付け

て収穫者を明確にする。 

 

種子集荷の目的で Small holder を訪問した時に、集荷者は必ずジャトロファ園の成育状況、農

業の耕作状況、及び生産効率の向上状況、農民のジャトロファ事業に対するコメント等を記

録して JC 長に書類で報告する。JC 長は集荷者の報告に基づいて TJ 及び MJC と調整のうえ
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各種のインセンティブの適用を検討する。 

 

上記の一連の作業は、JJ が TJ に対して与える収穫及び搾油要領に関するガイダンスに基づい

て行う。 

 

   収穫及び搾油要領 

 
 
 
 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  [ジャトロファの収穫量] 

ジャトロファは荒野で自生するが、成育環境によって収穫量は大幅に増大する。 

 

ジャトロファは植栽から 4～5 年後に 2～3m の高さに成長して成木になる。その後、収穫作

業の便宜上成木の頂部を切り、高さを約 3m で均一にするケースが一般的であり、年間種子

収穫量は平均 5kg／成木×1 本と見積もる。 

 

手を加えないままのジャトロファは約 5～8m に達する。 

 

高さは約 5～8m の高木になるにまかせることにより、年間種子収穫量の増加が期待できる。

それぞれの村当局、JC 及び農民の取り組みと環境への順応要領によっていずれの成育方法

TJ 案 

JC は殻付き種子の収穫MJC は殻付き種子の収穫 

JC が集荷、MJC に搬入 種子／殻を選別 

搾油 殻を炭化 

搾粕 

J 炭原料 原油 

（MJC 業務）種子 

 

J 炭：Jatoropha Briquette: 

Jatropha の殻と搾粕を主な

原料とする豆炭 

[燃料用､家庭の炊飯用] 

JJ の見解 

タンザニアの専門家・経験者の助言、

JC の立地条件を加味 

殻 

有機肥料 
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を採用するかについては選択の余地がある。日照と水利の良い場所を探すことも重要な着目

点である。 

 

ジャトロファの収穫量をどのように見積もるかについては、タイ･エネルギー省がカセサー

ト大学の協力を得て 2006 年に作成した調査レポートのデータが参考になる。具体的には以

下の通り。 

 

表－17 タイにおける収穫量データ 

良い条件の土地（良好な土壌、適度の降雨） 

3 年目の成木 5.6kg／1 本 

4 年目の成木 6.9kg／1 本 

 

悪い条件の土地（痩せ地、降雨不足） 

3 年目の成木 3.1kg／1 本 

4 年目の成木 4.4kg／1 本 

 
    Department of Alternative Energy Development and Efficiency EXECUTIVE SUMMARY 
    Project on Jatropha Selection for Biofuel 
    Kasetsart University Alumni Association under the King’s, March 2006 より抜粋 
 

本事業構想で設定したジャトロファの収穫量 5kg／本×1,000 本で 5 ton／ha はあくまでも目安

である。期待できる収穫量が 2kg／本という水利が悪く痩せた土地であれば、成長が遅い実

状を観察して 1ha に 2,000 本の植栽を行い、面積を 1.5ha とすれば、2kg×1,700 本×1.5ha＝

5.1ton となり、目安の量をクリアできる。生活排水を捨てずにジャトロファに水遣りするこ

とも考えられる。所得の増大を期待する農民にとっては容易にできる工夫である。5 

  

                                                 
51ha に 1,000 本、1,500 本、あるいは 2,000 本を植栽して成木になった 5 年目に成長の悪い樹木を取り除いて 1,000

本／ha とする案を示している。 
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  種子の植栽時期と収穫量 

 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 

植栽面積(ha)① 1,000 － － － － － － 

植栽面積(ha)② － 1,000 － － － － － 

収穫量(ton)  ① － － 1,000 2,500 5,000 5,000 5,000 

収穫量(ton)  ② － －  1,000 2,500 5,000 5,000 

収穫量総計(ton) 0 0 1,000 3,500 7,500 10,000 10,000 

   種子収穫量（1,000ha 当り） 植栽後 3 年目：20%、1,000ha×5ton×20%＝1,000ton 

植栽後 4 年目：50%、1,000ha×5ton×50%＝2,500ton 

植栽後 5 年目：100%、1,000ha×5ton×100%＝5,000ton 

 

   [種子の買い上げ価格] 

 

  Small holder の平均農業年収は約 3～5 万円である。 

  この Small holderが所有している未利用地に 1haのジャトロファを植栽したとき平均 5トンの

種子が収穫できる。この種子を 150Tsh／kg で買い上げると 41,250 円、2ha のときは 80,000

円の年収増に相当する。従って「農民の所得倍増」を達成するため、150Tsh／kg は適当な買

上げ価格であると判断した。尚、農民は植栽後 1～2 回／年の除草を中心にした植栽地管理と

収穫業務の経費負担のみで約 30 年間の固定年収が期待できる。 

 

  農民に対する軒先集荷と現金払い、ジャトロファ有機肥料の配布、農業の収益向上のための

技術指導等の JJ のインセンティブを加算すると、ジャトロファ事業の傘下に入ることは農民

にとって予期しない好条件であると考える。 

  現実に取引されている小規模ジャトロファ植栽者の種子価格が 150～300Tsh であることから

も 150Tsh は説得力のある価格である。 

 

  ジャトロファ事業者の立場では、150Tsh／kg で買い上げた種子は 25%の搾油率のとき原油材

料費は次のとおりである。 

  150Tsh／kg×4kg＝33 円／kg 

  原油を得るための加工費は、10 円／kg とすると原油価格は MJC 出荷価格で 43 円／kg とな

る。この価格にマーケティングコスト、利益等を加算して十分な収益事業が設計できる。 

 

  尚、国際的に取引されているジャトロファ原油は概ね FOB 45～65 円／kg であり JJ としては

タンザニア国内消費に充当するほか、海外の取引市場に販売する道が拓かれているので農民

からの種子買上量に制限は設けない。 

 

  この Scheme は Outgrowing と事業者としての収益確保という条件をクリアーする唯一の解で

あると判断した。 
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種子の買上げ価格は、物価上昇等による TANESCO の IPP 電気買取料金変動に応じて Small 

holder 等と折衝する。 

 

種子を収穫した Small holder は荷物の運搬手段として通常は自転車又はリアカー等を使用し

ている。欧米系の B 企業がジャトロファ種子の集荷所を整備しているが、農民は例えば収穫

した 5ton/ha の種子を 30km～80km 離れた集荷所へ運ぶにはトラックを借りる以外に輸送手

段がない。 

 

この物流コストの差がジャトロファ種子の買上げ価格の差となっている。 

概算値は次のとおりである。 

 

 注：為替レートは 1Tsh＝0.055 円、1US$＝85 円とする。 

 

ジャトロファ事業収支計画では物流コストを中古トラック、運転手、及び燃料コストとして

計上している。 

 

  タンザニアにおいてジャトロファの種子購入価格を商取引の立場で見守ってきたタンザニア

の専門家の助言を得て、農民の軒先渡しで買い取る方式として 150Tsh/kg が適当であると判

断して、本経費計画書の基準プライスとして採用した。 

 

＜潜在的リスク＞ 

また、収穫段階では、①収穫したジャトロファ種子を TJ 以外の業者に販売するリスク、②ジ

ャトロファ種子の買い上げ価格の変動リスクの 2 つの潜在的リスクが存在する。収穫ロスに

ついては、収穫作業上の何らかの事情により、種子が損傷するなどして、ロスが生じる可能

性がある。また、転売リスクについては、計画どおりに 2,000ha の植栽面積から予定どおり

収穫されたとしても、TJ よりも、より魅力的な条件を提示する業者に対して、small holder

が MJC、JC の指導下で植栽したジャトロファ種子を売り渡すリスクがある。そのリスクが顕

在化すると、10,000 トンのジャトロファ種子を確保できなくなる。また、ジャトロファ種子

の買い上げ業者が増えた場合、MJC 及び JC の small holder が従来どおりの価格では同意しな

い可能性がある。 

 

多くの農民は移動手段として自転車を所有しているが、30～80km 離れた場所へ約 5ton/ha

を納入する場合はトラックが必要である。 

2ton トラックのドライバー付レンタル料は約 200US$/1 往復である。 

Small holder が 5ton/ha の種子を輸送距離片道 30～80km を運ぶには 2.5 回往復が必要であ

るため、物流コストは 42,500 円に達する。 

集積所における種子買取り価格は 150Tsh/kg であるので、5ton の種子は 

150Tsh/kg×5,000kg ＝41,250 円/5 ton であるが、物流コスト 42,500 円を加算して 83,750 円

になり、300Tsh/kg が支払われている。 
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これらのリスクに対処するため、JJ としては別添資料－3 に示すインセンティブを準備して

万全を期している。 

 

 

[搾油] 

収集したジャトロファの搾油は、MJC 内の搾油所で行う。創業事業で使用する搾油機は資料

を国内外のメーカーから収集して関西の某企業又はドイツの機器を考えている。 

 

  表－18 のドイツ製機について、ジャトロファの実績データの積み上げもないため、メーカー

に問い合せて黄色部分を参考値として用いた。 

 

ジャトロファの搾油効率は搾油システムの整備状況の影響を受けるが、概ね原油重量は種子

重量の 25%になる。尚、搾油効率は種子重量に対する原油重量で計算しており、絞り粕に残

る原油の量は含まれていない。従って搾油工程において歩留まりの問題は発生しない。 

 

日本で椿油を含む各種のバイオマスの搾油装置をシステムに研究開発している関西の某企業

及びドイツ、インドの製品について検討したところ、ジャトロファの搾油効率は 25%を期待

できると判断した。 

 

従って、本事業では植栽面積 2,000ha からジャトロファ種子 10,000 トンを収穫したときジャ

トロファ原油の重量は 10,000 トン×25％＝2,500 トンになる。 

 

＜搾油機の設置台数＞ 

年間 10,000 トンのジャトロファ種子を搾油するため、1 日 20 時間、330 日稼働する条件で、

7 台の搾油機を設置する。 

 

搾油機の性能は種子重量の 25%の原油を絞る能力があり、能率は 1 時間当たり種子 250kg で

ある。搾油作業は 250kg/h（時間）の搾油機により 20 時間／日の稼働で年間稼働日数 330 日

として、1,650ton/年/台となる。従って、10,000 トン÷1,650ton/年/台＝6 台 

但し、外部からの種子購入 1,200 トン処理のため 7 台を整備する。 

搾油機の稼働に関する超過勤務、休日出勤等の手当は別途考慮する。 
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＜種子購入価格と搾油率の関係＞ 

種子価格 150Tsh/kgと搾油効率が 25%のときの原油 Shop costは種子 600Tsh/4kgを購入して、

原油は 33 円/kg である。⇒600 シリング/kg×0.055 円＝33 円/kg 

 

種子の購入価格(A)と搾油効率(B)の関係は次に示す通りである。 

 

表－19 ジャトロファ原油価格と種子購入価格と搾油率の比較表 

B 

A 
10% 15% 20% 25% 

150Tsh/kg 82.5 円/ℓ 55.3 円/ℓ 41.25 円/ℓ 33.0 円/ℓ 

200Tsh/kg 110.0 円/ℓ 73.7 円/ℓ 55.0 円/ℓ 44.0 円/ℓ 

250Tsh/kg 137.0 円/ℓ 92.1 円/ℓ 68.7 円/ℓ 55.0 円/ℓ 

300Tsh/kg 165.0 円/ℓ 110.5 円/ℓ 82.5 円/ℓ 66.0 円/ℓ 

1 シリング＝0.055 円            ：ジャトロファの収益事業が成立する範囲 

種子は kg 単位で取引され、原油は ℓ単位で取引される。ジャトロファ原油の比重は 0.9 で

あるので両者の関係は 1kg＝1.1ℓとなる。 

 

このように搾油効率は種子の買上げ価格とリンクしており、ジャトロファ原油の原価を大き

く左右する。 

 

ジャトロファ原油の搾油効率が原油価格を決定的に左右する環境で、現在 JJ として検討の

対象にしているシステムの概念は次に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

図－16 搾油工程図 

 

  植栽時期と搾油量 

 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 

植栽面積(ha)① 1,000 － － － － － － 

植栽面積(ha)② － 1,000 － － － － － 

搾油量(ton)  ① － － 250 625 1,250 1,250 1,250 

搾油量(ton)  ② － －  250 625 1,250 1,250 

搾油量総計(ton) 0 0 250 875 1,875 2,500 2,500 

     搾油量（1,000ha 当り） 植栽後 3 年目：20%、1,000ha×1.25ton×20%＝250ton 

植栽後 4 年目：50%、1,000ha×1.25ton×50%＝625ton 

植栽後 5 年目：100%、1,000ha×1.25ton×100%＝1,250ton 

粉砕 加熱 搾油 沈澱 濾過 貯蔵 濾過 貯蔵 
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(6) 加工 
 

＜目標＞  

搾油によって得たジャトロファ原油重量 2,500トン（＝種子 10,000トン×25％）から、JEF 2,500

トンを加工するため 2 台設置する。 

 

＜加工方法＞ 

ジャトロファ原油の欠点である粘性を改良するため、石油系軽油等とジャトロファ原油を物

理的に撹拌して混合状態にして JEF を作る方式を採用して、MJC はアンクス社製の ECOPRO

の機械を 2 台使用する。 

 

1,500rpm 程度の低速回転のディーゼル発電機、漁船、農業機械等の燃料として使用できる JEF

は合理的な収益ビジネスを構築する上で最も望ましい技術である。 

 

＜加工技術の妥当性の検証＞ 

約 30 年間にわたり日本国内の神戸大学とメーカーが研究開発を積上げたバックグラウンド

を持っているエマルジョン燃料装置を JJ は 2011 年 3 月に購入した。現在はタンザニアの

Morogoro 州に設置している。2011 年 7 月に現地の欧州系企業 Diligent から購入したジャトロ

ファ原油を用いて試験的に運転した。 

 

  エマルジョン加工の具体的事例として、軽油とジャトロファ原油を混合して JEF を製造して  

ディーゼル発電機を駆動する実験を行ない成功した。 

 
 試験条件 

・日時：2011 年 7 月 14 日～16 日 

・実験場所：Tanzania Agricultural Society 

・実験条件：  燃料加熱温度：常温 

          燃料供給圧 ：大気圧 

    天候： 晴れ 気温 30℃ 

・試料（燃料）：ジャトロファ原油 50%+軽油 50%の混合油 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

TASO 敷地内 試験場建屋（TJ Office） 
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この JEF について、試験に立ち会った Dar es Salaam 大学工学部の Prof. Rajabu は強い関心を

示し、タンザニアにおいて JEF 販売を民間収益事業として実用化する方法としては最善の方

策であると太鼓判を押している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

現在、JEF の加工及び使用方法について共同研究を行う方向で Dar es Salaam 大学から日本の

神戸大学に対する共同研究に関する公式のMemorandum of Understanding が JJに届いており、

神戸大学の内部で具体化の方策が検討されている。 

 

 

 

 

特徴 ・生成する際、薬品が不要 

・装置のランニングコストが安い。

・操作が簡単。  

・産業廃棄物が出ない。 

燃料製造装置・ECOPRO 

エマルジョン製造→発電機稼働→電気使用試験（投光器） 

右より河原氏、Dr. Kyomo、Dr. Rajabu 
(Nanenane site 内) 

Dr. Rajabu による JEF 確認 



  Dr. 

 

Hassan M. RRajabu から送

 

送付された正
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正式のコメンントは下記の通りである。

Dr. Rajabu

。 

の所属先 
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   a. エマルジョン装置の処理能力は次のとおりであり、原油の処理量に応じて台数は決定す

る。 

 

 
 

＜製造するエマルション油の種類と製造量＞ 

b. ジャトロファ原油は需要者の仕様に基づいて JEF に加工する。 

 

   c. 本事業計画では発電用としてディーゼル発電機を用いるため、次の表の 1,500rpm に相当

する JEF を作成する。（rpm : Revolutions Per minute） 

 

表－20 発電機の回転数と利用油の品質 

発電機の回転数 石油系燃料との比較 

1,000 rpm 石油系 B 重油又は C 重油相当 

1,500 rpm 石油系 A 重油相当 

2,000 rpm 以上 石油系 A 重油又は BDF-FAME-EU 規格（EN14214）相当 

 

    Rural Area の自家発電用としては 1,000～1500 rpm のディーゼル発電機が多いのでそれに

適した JEF とする。 

 

    1,500 rpm レベルのディーゼル発電機用の JEF は 6 ヶ月以上変質することがなく、使用で

きるという複数のレポートがある。 

     

JEF は粘度、燐質、ガム質等の障害が発生しないようにメンテナンスを配慮して使用す

ると石油系軽油に劣ることはない。 

 

d. 漁船の燃料として JEF は適しており、タンザニアの海岸に面した漁港が限られているこ

とから顧客として開拓できる可能性は大きいが、まだアプローチはしていない。 

 

 

  

Emulision 

 JEF 製造能力 = 450Kg/h 

 装置運用   = 450Kg/h ×20h × 330d = 2,970ton/年 
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表－21 Low cost processing the crude oil 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

JEF の加工コストは 1 円／ℓ以下と見積もられる。日本の場合は、農業、漁業用の燃料に

は地方税・軽油引取税が免除されるという特典も適用できる。 

 

規格 EN14214 の BDF-FAME の加工コストは日本国内の加工プラント所有者の見解として

平均 30 円/ℓであると考えられている。主として苛性ソーダ添加によるエステル化の加工

費、副産物のグリセリンは転売が困難であること、処理途中に発生する汚水の処理コスト

がかかること等の要因があり、積み上げ計算は困難であるので日本のプラント製造、所有

者の見解を採用した。 

 

エマルジョン加工の中心は原油と水、又は原油と軽油を物理的に撹拌して混合するプロセ

スである。 

JJ は原油と水のエマルジョン加工を考えており、加工経費は混合の際のモーターの電力消

費量が中心となる。その電気量は 1 円／ℓ以下であるので両加工要領のコスト比較は 1/30

と評価した。 

水エマルジョン加工についての考察は神戸大学の「Combustion analysis of the jatropha-water 

emulsion fuel in precombustion chamber type diesel engine, Oct. 2009」を参考にした。 

 

エマルジョン装置 1 時間の稼働電力量は 7kw/h で 500ℓのエマルジョンを加工できる。 

従って、7kw×21 円/kw/h÷500ℓ＝0.29 円／ℓとなる。 

 

この Scheme を採用すると、石油系軽油よりも安価な JEF が市中に流通する可能性は十分

にあり、ジャトロファビジネスが成立する。 

 

e.タンザニアでは農業機械（トラクター）用として、JEF が石油系ディーゼルより 10～20%

低い販売価格になることによって商品価値が高く評価される。但し、日本と異なり農業協

同組合等の燃料を農民向けに取り扱う体制がないので、販売ルートに問題がある。 

   こまめに農民に直販する体制を燃料のみで構築することは容易でないが、村の中心部に JEF

の専門店を開設する案は考えられる。 

 BDF-FAME JEF 
Raw Material Crude oil 

Caustic soda 
Crude oil 
Light oil or water 

Process Chemical reaction Phisical Mixing 
By Product Glycerin 

Polluted water 
Non 
Non 

Cost 1 1/30 
Main Consumer Diesel car and others Low rotation Diesel Gen. 

Agriculture Machine 
Fishing Boat 

Effect Bio fuel (B5 – B10) To develop off – Grid 
rural area electrification 

出典：日本ジャトロファ㈱ 
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 (7) 製品の流通・販売 

 

  JEF の生産量をベースにして発電量を見積もり、TANESCO と売電契約を締結する。その際、

JEF の生産量の変動リスクを契約内容に加味する交渉を行う。一方、JJ としては外部からジ

ャトロファの種子を買い上げる方法を検討して、JEF の生産量の安定化を図る。 

 

＜発電・売電事業＞ 

軽油の発電 0.17ℓ／Kw に対して JEF の発熱量が約 9,400Kcal であるので 0.25ℓ／Kw／h とし

て計算した。 

 

JJ／TJ としては買上げ価格が安定しており事業経営に不安が少ない TANESCO の Off grid 

Rural Area の Mini-Grid に接続して IPP の電力買い上げる制度によって JJ／TJ の事業経営を

堅固なものにすることが得策と考える。 

 

    1ton のジャトロファ原油は、 

      1ton = 1000Kg = 1,100Kℓ (比重 0.9) 

      1,100Kℓ÷ 0.25ℓ = 4,400Kwh  (消費量：1Kwh = 0.25ℓ) 

      4,400Kwh × 380Tsh = 1,672,000Tsh = 91,960 円 

 (TANESCO の Off grid 買上げ価格、380Tsh/1Kwh)) 

      (上記の算定により、1ton のジャトロファ原油は 91,960 円で販売したことになる。) 

 

    ここでは神戸大学の研究レポートに基づいて軽油の混合の代わりに加工プロセスに工夫

を加えることにより水を用いること考えており、経費計算に軽油の購入費は計上してい

ない。 

 

    発電に使う JEF 及び WEF（Waste oil Emulsion Fuel：廃油エマルジョン）の消費量は下記

の通りである。 

 

表－22 発電に使う JEF 量 

 

 

 

 

 

 

  

2012 2013 2014 2015 2016

種子購入によるJEF量（トン） 100 150 300 300 300

廃油によるWEF量（トン） 300 500 500 500 500

植栽ジャトロファによるJEF量(トン） 0 250 875 1875 2500

発電に使うJEFの合計 400 900 1,675 2,675 3,300
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表－23 発電機の回転数と利用油の品質 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   2012 年は 201KW の発電機で良いことになるが、冗長性を考えて 300KW の発電機を整備す

る。2016 年の実効発電能力は 1,989KW でよいが、冗長性を考慮して 2,100KW の発電機を

設置する。なお、売電は発電した電力の販売であり、設置した発電能力ではない。 

 

   創業事業においては、300kw を 2 台、500kw を 1 台、1,000kw×1 台の導入を考える。 

   下記の表は A 社日本製発電機の概算見積もりである。 

 

 

 

 

 

 

事業規模については資金計画の中で触れることにする。 

発電事業にかかる運転・維持管理はディーゼル発電機メーカーの取扱説明書に従って OJT

によって技能を修得した MJC の担当メンバー3～5 名が行う。 

 

   尚、TANESCO の買取価格については今後、年変動を確認する必要がある。 

 

  

A 社の Disel Generator 概算見積もり 

300Kw 2,600 万円

500Kw 3,500 万円

1,000Kw 5,000 万円

導入年度 2012 2013 2014 2015 2016

発電機 (KW) 300Kw 300Kw 500Kw 1,000Kw －

発電機の累積 300 600 1,100 2,100 2,100

JEF & WEF量 (ton) 400ton 900ton 1,675ton 2,675ton 3,300ton

JEF & WEFによる発電量(KW/h) 1,760,000 3,960,000 7,370,000 11,770,000 14,520,000

所要発電機能力(P) 241 542 1,010 1,612 1,989

※ JEF & WEFによる発電量を365日・20時間発電する発電機の能力(所要発電機能力＝P）
　　Pは100%稼働値であるため、発電システムとしては余力が必要である。
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  ＜J 炭事業＞ 

 

＜目標＞  

創業事業期間では植栽面積 2,000ha から収穫する 10,000 トンの種子を使って搾油した後の搾

りかす 7,500トンの中の 4,000トン及び種子と共に収穫したジャトロファの殻を炭化したもの

6,000 トンを混合し、10,000 トンの J 炭を製造する。 

   [2,000ha 時：4,000 トン（絞り粕）+ 6,000 トン（炭化殻）＝10,000 トン／年] 

 

薪炭はタンザニアにおいて広く炊飯用として用いられている。貴重な森林保護という国策に

より薪炭エネルギー等に木炭の製造販売に制約があるため、ジャトロファ豆炭は有力なビジ

ネス材料である。 

 

薪炭エネルギーの代替エネルギーとして石炭による豆炭、バイオマスによる豆炭に需要があ

ることを確認して、JJ の母体である㈱国際情報リサーチ研究所（I3R）はタンザニアにおい

てエネルギー省の後援のもとに 2008 年にムベヤ州の Kiwira 炭鉱においてバイオ豆炭を試作

した。製品のバイオ豆炭に対しては地方自治体、学校、刑務所等が購入意欲を示したが原材

料の石炭が廉価に入手できず民間収益事業としては成立しなかった。 

 

ジャトロファの殻と絞り粕を有効利用して J炭を生産する事業によって環境保全（森林保全）

に寄与すると共に、薪炭エネルギーの代替として廉価な J 炭は十分な需要が期待できる。 

ジャトロファの炭化殻及び絞り粕並びにつなぎで豆炭を製造することは前回のバイオ豆炭

の製造経験を生かせば技術的には問題はない。主な原材料はジャトロファ事業の副産物であ

り廃棄物零の状態になる。尚、J 炭の素材はつなぎ用材以外は購入する必要がなく、製造コ

スト及び流通販売コストの合計を売価の 40%以下に抑えることができる。 

 

J炭と有機肥料の事業は JJ／TJ事業の採算収益性向上に寄与するところが大きいので下記の

スキームで具現化する。 

 

J 炭は MJC で製造し、主として木炭の製造販売に携わっているマサイ族及び木炭の小売商に

流通販売を委嘱することにより、共存共栄をはかる。 

この調整業務は TJ が担当する。 
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Jatropha 1ha 植栽 5 ton:Seeds

3.75 tonの搾粕

モラセス等
の添加剤

1.25 ton
Crude oil

2 ton
J炭原料

3 ton
J炭原料

炭化した殻

5 ton
殻

殻を炭化する
ために使用

5 ton
J炭

1.75 ton
有機肥料化原料

用途
1. JC農民に対する
インセンティブとして
農業用に一部を支給

2. ジャトロファ植栽地の
肥料として生産効率の
向上に利用

1 ton

※ 製造販売にマサイ族参加

1.25 ton
雑草

3 ton
有機肥料

 
図－17 J 炭及び有機肥料の製造工程 

 
J 炭の利用 

 

 原材料は概ね無料。 

  木炭との競合を避けて、J 炭の定価を 30,000Tsh/60kg*×0.8＝24,000Tsh/60kg＝1,320 円

／60kg とする。 

    ・1ton ＝60kg×17 袋 

    ・17 袋×1,320 円＝22,440 円 

   売上価格は、22,440 円／ton（製造、物流販売手数料は定価の 40%とする） 

 

   [原価] 1ton 当りは、22,440 円×0.4＝8,976 円 

1ha 当り（5ton）とすると 8,976 円×5ton＝44,880 円／ha 

2,000ha 当り、44,880 円×2,000ha＝89,760,000 円／2,000ha 

 

   [売上]  1ton 当りは、22,440 円 

1ha 当り（5ton）とすると 22,440 円×5ton＝112,200 円／ha 

2,000ha 当り、112,200 円×2,000ha＝224,400,000 円／2,000ha 

 

   [販売収益]  1ton 当りは、22,440 円×0.6＝13,464 円 

           1ha 当り（5ton）とすると 13,464 円×5ton＝67,320 円／ha 

2,000ha 当り、67,320 円×2,000ha＝134,640,000 円／2,000ha 
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   [参考：木炭価格構成] 

   木炭は市販約 30,000Tsh／60kg（2010 年）*である。 

    ・1ton ＝60kg×17 袋 

    ・17 袋×30,000Tsh ＝ 28,050 円 

 

 

 

 

J 炭事業が順調に事業化して軌道に乗る方策は、現在木炭事業を生業としている貧困層の

人々、マサイ族等の仕事を奪わないこと、何等かの方法で協調関係を築き上げることにある。 

 

 

  ジャトロファ種子収穫面積と J 炭製製造量 

 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 

収穫面積(ha)① － － 200 500 1,000 1,000 1,000 

収穫面積(ha)② － － － 200 500 1,000 1,000 

J 炭量(ton)  ① － － 1,000 2,500 5,000 5,000 5,000 

J 炭量(ton)  ② － － － 1,000 2,500 5,000 5,000 

J 炭量総計(ton) 0 0 1,000 3,500 7,500 10,000 10,000 

 

※ 種子収穫面積は、植栽後 3 年目 20%、4 年目 50%、5 年目 100%として試算する。 

  J 炭の製造量は 5ton／ha であるので、植栽 5 年目の場合は次のようになる。 

植栽後 5 年目：100%、1,000ha×5ton×100%＝5,000 ton 

 

 

 

 

＜有機肥料製造＞  

創業事業期間では植栽面積 2,000ha から収穫する 10,000 トンの種子を使って搾油した後の搾

りかす 1.75 トン／ha×2,000ha＝3,500 トンと雑草 2,500 トンを用いて、6,000 トンの有機肥料

の生産が可能である。そのさい、有機肥料は自然発酵による生産を行い、熱源や機械は不要

と考える。 

6,000 トンの有機肥料は 3,000 トンをジャトロファ植栽用、3,000 トンは農家へのインセンテ

ィブとする。 

  

* 参考：「アフリカにおけるバイオ燃料プラントの普及可能性と CDM 化促進調査報告書」

H22.3 (財)国際経済交流財団 委託元(社)日本プラント協会 
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＜廃油事業＞ 

 

一般論として廃油を廃油・エマルジョン燃料とする着想は面白いビジネスに発展する可能性

がある。 

 

廃油の回収体制の構築、エマルジョン装置、及び販売ルートが本事業の成功する鍵である。 

JJ／TJ がエマルジョン装置を持っていること、Rural Off grid で JEF を電力として販売するル

ートを開拓ができれば発電の実態は原材料の差異のみということになる。 

 

JJ／TJ としては本来事業目的がジャトロファであるので、副業、事業経営の体質強化という

目的を満足する範囲で取り組みたいと考えている。 

 

都市部で発生する廃油を集荷する事業体を JJ／TJ の系列で整備する案等も考えられる。 

創業事業では事業のブレーキとならない範囲で、事業の採算、収益性を改善する目的で廃油

事業に取組むことにした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－18  廃油事業形態 

 

  廃食油及びエンジンオイル廃油は現在生活廃棄物として投棄されているので、回収タンクを

設置することにより概ねコスト零で回収できる。廃油から不要固形物をフィルターで除去し

てエマルジョン装置にジャトロファ原油と同様に投入することによって WEF（Waste oil 

Emulsion Fuel）の加工は完了する。 

 

   ① 廃油の収集は図－18 に示すとおり自動車整備業者、ホテル、レストラン等に廃油回収

用のドラム缶（200ℓ）の設置を要請する。 

     ドラム缶が概ね満タンになった時、通報を受けて MJC から廃油回収車を派遣する。 

   ② 回収した廃油から不要物をフィルターに通して排除した後はジャトロファ原油と同じ

プロセスで WEF を製造する。 

   ③ WEF はディーゼル発電用等の JEF と同様の用途に使用する。ただし、事前に発電メー

カーの助言を得て利用可能であることを確認する。日本国内では食廃油による

自動車整備業者 

ホテル、レストラン 

ドラム缶等 

廃油 

廃油 

ドラム缶等 

エマルジョン燃料 
ホテル、工場等の

自家発電機 

集荷 

集荷 
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BDF-FAME の実用例は多くみられる。 

   ④ 廃油回収ドラム缶の設置に同意した自動車整備業者、ホテル等の予備発電機用の燃料と

して謝礼（対価）の意を含めて WEF の一部を提供する。 

 

 

(8) 品質管理 

 

   品質保証は製造企業の避けられない義務であるので万全を期すものとする。 

    
   品質管理要領 

 

 

 

 

 

    a. ジャトロファ植栽品種の選定 

 

 

 

 

    b. ジャトロファの品種改良 

 

 

 

 

 

    c. 原油、JEF の品質管理 

 

 

 

 

搾油した原油は搾油技能者が目視で検査する。 

搾油した原油及び JEF は、1 サンプル／数 100 ㌧の割合で試料を抽出して成分を分析する。 

原油サンプル抽出及び分析で問題が判明したときは、原因追求と対策を行うため、ジャト

ロファ種子の生産者まで遡る。 

 

ジャトロファの種子又は原油を取扱う際に品質管理を適正に行ないジャトロファ事業の持

続性を確実なものにする。 

 

JJ 及び TJ 方針 

タンザニア内の大学、農事試験所、ジャトロファ事業者の見解を尊重する。.

JJ/TJ 共同作業 

将来は JJ 主導で、TJ の協力を得て､最新の DNA 技術を持つ日本とタンザ

ニアの大学の提携を検討する。 

TJ 担当 

TJ は、分析機関と提携して、頻度多く分析検査を行う。 

JJ/TJ 方針 TJ 選定

JJ/TJ 方針 

JJ/TJ 方針 

JJ の見解 



タンザニア国ジャトロファ事業準備調査（BOP ビジネス連携促進）報告書 
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第 4 章 リスク 

 
4.1 JJ のジャトロファ事業リスク 

 
表－24 リスク対策表 

細分類 対策 

①外為取引リスク 外国為替取引に関する規制はなく、事業会社が外貨調達に支障をきたす惧れ

はない。国内通貨から外貨への交換及び国外に外貨を送金することも可能で

ある。 

タンザニアシリングは為替変動が大きいため日本－タンザニア間の決済、タ

ンザニアにおける大規模契約等については US＄建てとする。 

タンザニアシリングの変動が大きく影響する場合は、物納により対処する。

②制度リスク 制度変更の動きは論じられていない。 

ジャトロファ事業の生産と成果物の販売に支障をきたす動きはない。 

③許認可取消・変更リスク 海外からの 30 万 US$以上の投資に対してインセンティブ保証書、投資保証

を TIC（タンザニア投資局）が取り扱っているので TIC と密接な連携関係を

保持して対応措置を早急に検討する。 

日本との二国間投資協定はまだ結ばれていない。 

④収用リスク ジャトロファ植栽に農業目的の農地又はその他の公用地を使用する計画はな

いので収用リスクはない。 

⑤政府・政府機関による 

義務履行違反リスク 

ジャトロファ創業事業で TANESCO 以外の政府機関と契約関係を持つ予定は

ない。 

TANESCO は IPP からの電力購入について多くの企業が参加しているが、契

約違反をしたという事例はない。 

⑥政治暴力リスク タンザニアにおいて政治暴力リスクが発生した事例は 1998 年の国際テロに

よる在ケニア及び在タンザニア・アメリカ大使館の同時爆破事件の後以降は

政治暴力事件がなく、政情は至って安定している。 

国際機関によるリスク保険によるカバーを検討する。 

⑦資金調達リスク 資金調達リスクはあるが、公的資金又はシンジケートローン等によってリス

クの解消を努力中 
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⑧技術リスク 技術は、実証されているもの、あるいは商業的に実用段階に入っているもの

を採用する。 

・植栽技術に関しては、品種改良を考慮する。 

・搾油技術に関しては 25%の搾油率は複数社の機器メーカーにより確認済み

であるが、30%の可能性を引き続き追求する。 

・エマルジョン技術は、A メーカーと神戸大学との 30 年間の共同研究実績と

400 台余の機器販売実績がありリスクは見当たらない。 

・ディーゼル発電技術については、日本の複数社より性能を比較確認してお

りリスク対策も各社より助言を求める。 

⑨操業リスク （別添資料－4：操業リスク）参照 

⑩原燃料供給リスク 植栽、廃油等の原燃料供給リスクは皆無とは言えない。但し、事業計画にお

いて多くの視点から安全係数を考慮し、リスクをカバーしている。 

一例として、創業事業は 2,000ha の植栽を計画しているが、実際は多数の予

定外の Small holder の参入と植栽面積の増加の可能性は大きい。 

現在計画に入れていないが、大規模干ばつ等の際は近隣諸国から原油又は種

子を購入する可能性も検討している。 

⑪ユーティリティ・リスク TANESCO の Mini-Grid への売電は発電施設を Mini-Grid 近傍 100～200m 内

に設置する。配線経費は発電機設置工事費に含めている。 

⑫オフテイク・リスク TANESCO 側は電力の売電契約に基づいて IPP から電力を購入しており、更

にスケールを拡大する努力を展開中であるのでオフテイク・リスクは考えら

れない。 

留意事項：REA は別途、Rural area の電化を計画中であり、JJ／TJ は REA

との連携強化によりリスク回避する。 

⑬環境リスク 環境リスクは事業拡大と並行してモニタリングを行い、事前又は早期対処を

はかる。 

⑭自然災害リスク 自然災害リスク最大のケースとしては数十年来の旱魃が考えられる。このよ

うなケースを前提にして、近隣諸国からの種子、原油の購入ルートの開発努

力を進めている。また、タンザニア国内で植栽地を分散してリスクを回避す

る。 

植栽地についての火災は各 Small holder の注意を促す。 

各 Small holder が植栽したジャトロファを取りまとめて保険をかけることは

計画していない。 

 

上記以外の作業工程の各段階で存在する潜在リスクは皆無とは言えないが、リスクを事前

に努めて予知して、万全の対策を講ずるものとする。 
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4.2 主要な環境社会影響項目の予測・評価、及び緩和策、モニタリング計画案 

 

 (1) 要約 

Environment Assessment についてはタンザニアに関わりを持って約 20 年、かつ環境問題のエ

キスパートであるイギリス人コンサルタント Mr. Robertson に調査を依頼した。 

  Dakawa 村の現地調査を含めて、中央及び地方の関係機関との協議を重ねて充実したレポート

になっている。 

 

  包括的に要約すると、先住民が望まない Resettlement は行われず、環境に対して問題を生起

する可能性は植栽、収穫、集荷、加工、販売の全ての領域でないとの判断に到達した。 

  但し、実事業を拡張していくに当たっては、適当な段階に Environment Assessment の調査を繰

り返すように助言があった。 

 

   JICA から本事業に関して Q&A の形で質問のあった内容は問題ないと判断している。 

  （別添資料：国際協力機構（JICA）の「環境及び社会的考慮要因」のガイドラインに示さ

れた「Q & A」に対する回答） 

 

 (2) Environment Assessment 報告書要旨 

  当該プロジェクトの分析結果は下記の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

国際協力機構（JICA）の「環境及び社会的考慮要因」のガイドラインに示された「Q & A」に対する回答 

 

質問－1 プロジェクトサイトの場所 

・タンザニア Morogoro 州 Mvomero 県 Dakawa 村 

・首都 Dar es Salaam の西 260km で、行政首都 Dodoma に向かう幹線道路沿い 

・Jatropha の成果物（原油）の加工プラントであるエマルジョン machine は、Morogoro 州都から 40km の

Nane-nane Festival Site 

 

質問－2 プロジェクトのスケールと概要 

2-1 プロジェクトの概要 

・BOP FS のプロジェクト規模は小さいが、BOP FS で成果が確認された後、各地に類似の事業体を展開する。

・現プロジェクトは 150km2 内に位置している。農民約 80 名と提携している。 

・加工プラント用地としては Nane-nane Agriculture fair site 内に 2,500 m2を確保している。 

・Jatropha の成果物（oil）は地産地消で小規模発電、農業器具、建設機械等のバイオ燃料として利用すると共

に将来は日本に大量輸出する。 

・現状はジャトロファ・エマルジョン燃料としてディーゼル発電機を駆動して展示している。 
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2-2 プロジェクトの裏付けは？（yes） 

・連携しているプロジェクトはない。 

・タンザニア政府は過疎地の電化、貧困対策、輸出事業の創造、エネルギーの地産地消という視点から本事

業に強い関心を示している。 

・多くの Jatropha 事業体（企業、NPO、NGO 等）がタンザニアに活動しているが 10,000ha を越える採算事業

体は存在しない。本事業の最終目標は 1,000,000ha の植栽である。 

 

2-3 プロジェクトの代案は？（yes, slightly） 

生産した Jatropha oil は地域に販売、輸出を検討した。    

加えて、Off grid rural で Jatropha を植栽して、現地で発電を行い電化を図るという案が Tanzania Rural Energy 

Agency から提案されて、共同 FS を行う打ち合わせを始めている。 

 

2-4 事業者との関係は？（Implemented and Ongoing） 

・行政府：村のレベルでは BOP プロジェクトに全面的に関与して協力体制にある。県のレベルでは情報を提

供して賛同の意志を確認した。 

   中央政府レベルでは産業省、REA（エネルギー省）、TIC（タンザニアインベストメントセンター）

の全面的な支援を得ている。 

・ローカル住民：多くの自作農がプロジェクトに参加意志を表明しており、Nursery、未利用地に直播等に共

同作業にも参加している。 

・NGO ：現在はコンタクトしていないが、将来青年協力隊 OB の参加を期待している。 

・その他：多くの Jatropha 企業とコンタクトしているが協力関係を持つところまでは至っていない。 

 

2-2 下記の案件に関係があるか？（None） 

 ・望まない移住    None（住民に移住を求める必要は皆無） 

 ・地下水の利用    None（水の pumping, Irrigation は不要） 

 ・土木工事      None（土地の造成、大規模耕作はしない） 

 ・伐採（ha 規模）   None（木材を伐採する必要はない。） 

 

質問－3 既に進めている事業はあるか？ （New, without complaint） 

  現在進めているジャトロファ事業は本件のみである。 

  他の企業に共同事業化を呼びかけたことはある。 

 

質問－4 EIA に関する見解は？ （Not necessary） 

  本ジャトロファプロジェクトは土地の確保、土地の利用形態の変化は考えていない。 

 

質問－5 EIA に関する手続きは？ （No EIA required ） 

 

質問－6 EIC 許可証は？ （No certificate required ） 
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質問－7 問題が発生する惧れがある土地、組織等は？ 

・国立公園、保護地 None （ジャトロファプロジェクトの対象外） 

・原生林、熱帯雨林 None （樹木の伐採計画はない） 

・植物の自生地 None （全く影響を与えない） 

・動植物の法的保護 None （対象にならない） 

・土壌侵蝕、塩害等 None （水路工事、造成工事等は行わない） 

・砂漠化 None （植栽であり、伐採ではない） 

・文化、歴史 None （農民又は地方自治体の所有地） 

・少数民族、遊牧民 None （農民又は地方自治体の用地） 

 
 

質問－8 下記の事項との関係は？ 

 

・望まない移住 None （移転を求めることはない） 

・地下水の利用 None （地下水は植栽に使わない） 

・土木工事 None （土木工事は行わない） 
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質問－9 環境と社会へのインパクト・マークシート 

 

 [Impact]  

・大気汚染 None （植栽と加工で大気汚染はない） 

（JEF 及び J 炭はすべてバイオ製品のため汚染は 

発生しない） 

・水質汚染 None （植栽と加工による水の汚染はない） 

・土質汚染 None （土地の造成はしない。大量の化学肥料、農薬は

使わない。） 

・廃棄物 None （産業廃棄物はない） 

・騒音、振動 None （騒音源はない） 

・土地の沈下 None （土木工事は行わない） 

・不快感、悪臭等 None （植栽、加工、消費において発生しない） 

・地理的特徴 None （わずかに自作農のブッシュが減少） 

・堆積物、沈殿物 None （発生しない） 

・生物相、生態系 None （近くで農業が行われている） 

・水素の利用 None （灌漑はしない） 

・事故 None （農業従事と同じ） 

・地球温暖化 None （バイオ燃料で CO2対策） 

・望まない移住 None （Outgrowing である） 

・地域経済、雇用 None （参加農民、季節労働者は所得倍増） 

・地域の資源活用 None （土地の有効利用） 

・地域社会の参加 None （地方自治体と協調） 

・地域の社会インフラの 

活用 

None （社会インフラは大いに期待） 

・貧困対策 None （本事業に賛同する農民、季節労働者の所得増） 

・事業収益配分 None （関係者に持続的に裨益） 

・地域との対立 None （地域と協議して事業展開） 

・情報公開 None （情報公開を原則とする） 

・ジェンダー None （現在の農業と同じ） 

・子供の人数 None （現在の農業と同じ） 

・文化遺産、伝統 None （農作物とは異なるジャトロファの植栽） 

・HIV／AIDS None （参加者に影響はない） 

・その他 None （－） 
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質問－10 副事業に関する融資について？ 

 None （現在考慮していない） 

 

質問－11 情報公開について？ 

 None （求められた情報公開は随時可能である） 

 

 

Appendix 5 カテゴリーとチェックリスト 

 

1. 許認可についての説明 

                           （コメント） 

・EIA 及び環境許可証 ◎ 必要ありません 

・公的機関への説明 ◎ 既に実施済みは 

 

2. 公害対策 

 

・大気汚染 ◎ 汚染物質はありません 

・水汚染 ◎ 汚染物質はありません 

・廃棄物 ◎ 廃棄物は全くありません 

・土壌汚染 ◎ 汚染物質はありません 

・騒、雑音 ◎ 騒音、雑音は発しません 

・地盤沈下 ◎ 発生する要因はありません 

・臭気 ◎ 発生する要因はありません 

・堆積物 ◎ 発生する要因はありません 

・保護地区 ◎ 保護地区では事業を計画しません 

・生態系 ◎ 農業と同じ環境の地域で展開するため生

態系に影響はありません 

・水系 ◎ 水路、井戸等の計画はありません 

・地形、地理 ◎ 全く影響はありません 

・運用を破棄された地域 ◎ 放棄された地域は未利用地と考える 
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3. 社会環境 

 

・移住 ◎ 先住民の移住は考慮外 

・生活環境 ◎ プロジェクト関係者は大幅に改善 

・伝統 ◎ 何も変化を求めない 

・景観 ◎ ブッシュ→ジャトロファで変化なし 

・少数民族、遊牧民 ◎ 差別なし 

・労働条件、持続性 ◎ 農業に類似、増収、事業従事は本人次第

4. その他 

 

・建設工事 ◎ 搾油、加工の小規模、施設のみ建設 

・水利工事 ◎ 水路、井戸の工事は計画にない 

（生活用水の井戸は検討する） 

・事故 ◎ 各段階において事故防止措置を採用 

・モニターリング ◎ モニタリングは重視するが事業進展で

現時点での分析を覆すものはないと分

析している。 

 

Appendix 6 モニタリングが要求される事項 

 

Item-1 許認可、報告 

    ・地方政府等の許認可、報告は義務付けられていない。 

    ・地方政府等から指示された対応策は早急に措置する。 

    ・地方政府に対しては事業、実行計画と実状を報告する。 

    ・植栽、加工、販売においていかなる社会的な問題も発生しないように事前措置をとる。 

Item-2 汚染防止手段 

  (1) 大気汚染 

    ・現実には SO2、NO2、CO、CO2、スス、ほこり等はモニターする必要はない。 

    ・搾油、加工プラントからの補助発電機を起動したときの CO、CO2、oil を注入、移動したときの少

量の oil の漏れ出しは極力抑える。 

 

  (2) 水質汚染 

    ・水を汚染するプロセスは植栽、搾油、加工、販売のいずれの段階にもないのでモニターする必要

はない。 

 

  (3) 廃棄物 

    ・ジャトロファ事業の植栽、搾油、加工、販売の全てのプロセスから廃棄物は発生しないのでモニ

ターする必要はない。 
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  (4) 騒音、振動 

    ・ジャトロファの植栽、収穫、集荷、搾油、加工、販売の全てのプロセスを通して、騒音、振動が

発生することは予測できないのでモニターする必要はない。 

 

  (5) 臭気 

    ・全く臭いは発生しないのでモニターする必要はない。 

 

 Item-3 自然環境保全 

 

   ・農地に隣接した地域に植栽するので環境に変化を与えることはないのでモニターは必要としない。 

   ・搾油、加工は小規模プラントで行うが、各施設は 0.5～1.0ha の小規模であり、環境に与える作業は

一切しないのでモニターは必要ない。 

 

 Item-4 社会環境保全 

 

   ・先住者の移住はジャトロファ事業で発生しないのでモニターは必要ない。 

   ・生活環境の変化 

    関係者は農業と兼業で持続的なジャトロファ事業に参加するので収入増となり、生活レベル等は向

上する。その収入増は本人の努力次第ということになり、モニターの対象ではない。 

 

 

 

 





 
 

タンザニア国ジャトロファ事業準備調査（BOP ビジネス連携促進）報告書 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 資金計画 
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5  

 

5.1  

 

 

FY2010

FY2011

FY2013

FY2015

JJ JJ 

JC (50ha)

Tanzania   (2,000ha)

Tanzania   (1,000,000ha)

0.2

0.1

Tanzania   (20,000ha)

0.2

0.1

4.5

0.5
JICA BOP

25

300

 

 

 

4

10 30

 

 

 

19  
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5.2 事業収支計画 
 

創業事業（2,000ha）の事業収支計画を作成した。必要とする事業資金は約 4.5 億円である。 

創業事業に続く本格事業及び拡張事業については、本格事業 20,000ha＝約 25 億円、及び拡張事

業 1,000,000ha＝約 300 億円の事業規模になると概算している。 

 

 (1) バックグラウンド 

  （国際事情） 

タンザニアにおいてジャトロファオイルの取引価格は次の事例が示すとおりであり、生産コ

ストからスタートして売価を決めるという考え方ではない。 

a. ドイツ系企業 Prokon は JJ の見積要請に対して石油市販価格の 10%引きで原油を提供

すると回答してきた。 

Prokon としては安定した販路が開拓できていない模様である。 

b. オランダ系企業 Diligent は JJ に対して対オランダ輸出価格に近い 100 円/ℓの見積を回    

 答してきた。 

現在は原油を航空貨物で出荷しており、一般的な商取引ではない。 

c. イギリス系 Sunbiofuel は見積回答を入手ができずにいるが、成果物は Lufthansa に納入

している模様である。 

 

いずれにしてもタンザニアにおいて安定したジャトロファオイルの取引市場がない状況で

あり、航空燃料にバイオマスを 2013 年から使用する規制を定めたヨーロッパの政策に振り

回されている観が強い。 

 

現在タンザニアにおいて小規模に取引されている種子購入価格は 150～300Tsh／kg である。 

（第 3 章 3-34 頁参照） 

JJ／TJ は、ジャトロファ植栽事業について経営者と生産者との間で双方に裨益することを前

提にして納得できる価格を設定する。 

 

JJ／TJ としては有形無形のインセンティブを準備して、事業の傘下に入った農民との間に中

長期的な信頼関係を醸成する。 

（別添資料－3：インセンティブ詳細） 

 

インセンティブを含んだ長期購入価格を、農家の軒先買上げという条件で 150Tsh／kg とす

る。 
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(3) 収支計画の詳細 

 

a. JJ 経営組織（JJ/TJ の事業中核として活動） 

 

（千円）

運営費 800,000円×12ヶ月 ＝ 9,600
事業責任者 1人×300,000円×12ヶ月 ＝ 3,600
幹部職員 1人×250,000円×12ヶ月 ＝ 3,000
常勤職員(専門） 1人×250,000円×12ヶ月 ＝ 3,000
常勤職員 1人×250,000円×12ヶ月 ＝ 3,000
非常勤職員（補助員） 2人×150,000円×12ヶ月(10日／月、15,000円／ ＝ 3,600

社屋(I
3
R仮住い） 100,000円×12ヶ月 ＝ 1,200

設備（1年目のみ） 1,000,000円 ＝ 1,000
小計 ＝ 28,000

諸経費（15%） ＝ 4,200
合計 ＝ 32,200  

 

b. JJ アドバイザー派遣（TJ の事業活動運営資金） 

 
JJアドバイザー派遣（1年目）

（千円）

実施項目 日数 人数
旅費（航空運
賃を含む）

日当
(+2日)

諸経費 計

1 MJC & JC整備支援（#1） 12 2 1,200 840 600 2,640

2 植栽支援（植栽、植栽管理） 15 1 600 510 450 1,560

3 品質管理支援 10 1 600 360 300 1,260

6 原油購入、マーケティング調査 15 1 1,000 510 1,000 2,510

7 7,970

8 1,594

9 9,564

JJアドバイザー派遣（2、3年目）
（千円）

実施項目 日数 人数
旅費（航空運
賃を含む）

日当
(+2日)

諸経費 計

1 植栽支援（植栽、植栽管理） 15 1 600 510 300 1,410

2 品質管理支援 10 1 600 360 450 1,410

3 原油購入、マーケティング調査 15 1 1,000 510 1,000 2,510

4 5,330

5 1,066

6 6,396

①　移動 航空運賃（日本→TZ）＝550,000円、国内交通費等＝50,000
航空運賃（TZ→日本）＝350,000円、国内交通費等＝50,000

②　日当 30,000円／日（旅行者、往復2日を加算）

③　諸経費 JJ -TJ 業務調整費
（現地交通費、会議会場借上費、日当謝礼等を含む）

小計

一般管理費（20%）

合計

小計

一般管理費（20%）

合計
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c. リファインプラント等施設関連費（TJ のバイオ原油の加工・販売：機器購入） 

 

リファインプラント等施設関連費（2012年）

（千円）

項目 計

搾油装置一式(15,000,000円）

※ 詳細は第3章 3-35頁 を参照してください。

Emulsionプラント（10,000,000円）

※ 詳細は第3章 3-40頁を参照してください。

オイルタンク

※ 100ℓ、500ℓ、1ton、2ton、3tonのオイルタンクを用途に応じて購入

4 送料（日本→TZ、20feetコンテナ） 350

5 小計 26,050

6 一般管理費（20%） 5,210

7 合計 31,260

リファインプラント等施設関連費（2013年）

（千円）

項目 計

1 搾油装置一式(15,000,000円）×2セット 30,000

2 プラント等設置倉庫及び事務所 15,000

3 オイルタンク 700

J炭装置（開発費を含む）

※ 簡易豆炭製造装置を改造した上で20台購入

5 送料（日本→TZ、20feetコンテナ） 350

6 小計 52,050

7 一般管理費（20%） 10,410

8 合計 62,460

15,0001

4 6,000

2 10,000

3 700

 

 

※ディーゼル発電設備等 

  積算内訳は第 3 章 3-45 頁に記載 

※ CIF タンザニアの物流経費は送料として上記のとおり計上している。 

※ 輸入税、輸入諸掛り、VAT、内陸輸送費は一般管理費で処理する。 

※ 各機材のメーカーに設置工事費、OJT 経費を含めて機器見積を求めている。 
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リファインプラント等施設関連費（2015年）
（千円）

項目 計

1 搾油装置一式×3セット 45,000

2 送料（日本→TZ、20feetコンテナ）×2 700

3 小計 45,700

4 一般管理費（20%） 9,140

5 合計 54,840

リファインプラント等施設関連費（2016年）
（千円）

項目 計

1 搾油装置一式 15,000

2 Emulsionプラント×1基 10,000

3 オイルタンク 700

4 送料（日本→TZ、20feetコンテナ） 350

5 小計 26,050

6 一般管理費（20%） 5,210

7 合計 31,260  
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d.  TJ、MJC 及び JC の整備（TJ,MJC,JC の編成と運用：運営資金） 

 
整備期間　1年目（植栽作業を含む当初の2年間）

TJ （千円）
（12ヶ月間）

運営費 300,000円×12ヶ月 ＝ 3,600
Chairman 1人×250,000円×12ヶ月 ＝ 3,000
CEO 1人×250,000円×12ヶ月 ＝ 3,000
TJ Manager (Director) 1人×200,000円×12ヶ月 ＝ 2,400
TJ Staff (課長レベル） 3人×100,000円×12ヶ月 ＝ 3,600
Worker (雑務等） 6人×10,000円×12ヶ月 ＝ 720
施設（Morogoro Office） 100,000円 ＝ 100
設備 ＝ 1,000

小計 ＝ 17,420
諸経費（15%） ＝ 2,613

＝ 20,033

MJC
（12ヶ月間）

MJC長 TJのManagerが兼務 ＝ 0
MJC長補佐 1人×50,000円×12ヶ月 ＝ 600
MJC Staff （主任レベル） 2人×20,000円×12ヶ月 ＝ 480
Worker（整地、植栽等） 60人×10,000円×12ヶ月 ＝ 7,200
農業機器等
　　中古トラック 1,500,000円×5台 ＝ 7,500
　　中古タンクローリー 3,000,000円×1台 ＝ 3,000
　　エンジン付き刈払機 50,000円×30台 ＝ 1,500
　　農具等 ＝ 500
　　燃料、維持費等 ＝ 2,000
用地借上 2,000円/ha/年×200ha ＝ 400
搾油、J炭関連 ＝ 1,000
諸経費（種子代を含む） 200,000円×12ヶ月 ＝ 2,400

小計 26,580
諸経費（15%） ＝ 3,987

＝ 30,567

JC
（12ヶ月間）（3ヶ所）

JC長 1人×50,000円×12ヶ月×3カ所 ＝ 1,800
JC長補佐 1人×30,000円×12ヶ月×3カ所 ＝ 1,080
JC Staff （主任レベル） 2人×20,000円×12ヶ月×3カ所 ＝ 1,440
Worker（植栽等） 50人×10,000円×12ヶ月×3カ所 ＝ 18,000
農業機器等
　　エンジン付き刈払機 50,000円×30台×3カ所 ＝ 4,500
　　農具等 ＝ 500
　　燃料、維持費等 ＝ 1,000
用地借上 2,000円/ha/年×200ha×3カ所 ＝ 1,200
諸経費（種子代を含む） 150,000円×12ヶ月×3カ所 ＝ 5,400

小計 34,920
諸経費（15%） ＝ 5,238

＝ 40,158  
 

※ 各組織の Worker（Tenant 及び季節労働者）は本格事業、拡張事業における専門家としての

参加を考えており、創業事業段階においては先行投資の対象と考える。 

※ Small holder については当初 2 年間は植栽という労働を伴うが、3 年目以降は植栽地管理及

び収穫という比較的軽易な労働を短期間行うことになる。 



5-8 
 

 

整備期間　2年目（植栽作業を含む当初の2年間）

TJ （万円）
（12ヶ月間）

運営費 300,000円×12ヶ月 ＝ 3,600
Chairman 1人×250,000円×12ヶ月 ＝ 3,000
CEO 1人×250,000円×12ヶ月 ＝ 3,000
TJ Manager (Director) 1人×200,000円×12ヶ月 ＝ 2,400
TJ Staff (課長レベル） 3人×100,000円×12ヶ月 ＝ 3,600
Worker (雑務等） 6人×10,000円×12ヶ月 ＝ 720

小計 16,320
諸経費（15%） ＝ 2,448

＝ 18,768

MJC
（12ヶ月間）

MJC長 TJのManagerが兼務 ＝ 0
MJC長補佐 1人×50,000円×12ヶ月 ＝ 600
MJC Staff （主任レベル） 2人×20,000円×12ヶ月 ＝ 480
Worker（整地、植栽等） 60人×10,000円×12ヶ月 ＝ 7,200
　　中古タンクローリー 3,000,000円×2台 ＝ 6,000
農業機器等
　　燃料、維持費等 ＝ 2,000
用地借上 2,000円/ha/年×200ha ＝ 400
諸経費（種子代を含む） 200,000円×12ヶ月 ＝ 2,400

小計 19,080
諸経費（15%） ＝ 2,862

＝ 21,942

JC
（12ヶ月間）（3ヶ所）

JC長 1人×50,000円×12ヶ月×3カ所 ＝ 1,800
JC長補佐 1人×30,000円×12ヶ月×3カ所 ＝ 1,080
JC Staff （主任レベル） 2人×20,000円×12ヶ月×3カ所 ＝ 1,440
Worker（植栽等） 50人×10,000円×12ヶ月×3カ所 ＝ 18,000
農業機器等
　　燃料、維持費等 ＝ 1,000
用地借上 2,000円/ha/年×200ha×3カ所 ＝ 1,200
諸経費（種子代を含む） 150,000円×12ヶ月×3カ所 ＝ 5,400

小計 29,920
諸経費（15%） ＝ 4,488

＝ 34,408  

 

 

 

 

 



5-9 
 

整備期間　3年目以降

TJ （万円）
（12ヶ月間）

運営費 300,000円×12ヶ月 ＝ 3,600
Chairman 1人×250,000円×12ヶ月 ＝ 3,000
CEO 1人×250,000円×12ヶ月 ＝ 3,000
TJ Manager (Director) 1人×200,000円×12ヶ月 ＝ 2,400
TJ Staff (課長レベル） 3人×100,000円×12ヶ月 ＝ 3,600
Worker (雑務等） 6人×10,000円×12ヶ月 ＝ 720

小計 16,320
諸経費（15%） ＝ 2,448

＝ 18,768

MJC
（12ヶ月間）

MJC長 TJのManagerが兼務 ＝ 0
MJC長補佐 1人×50,000円×12ヶ月 ＝ 600
MJC Staff （主任レベル） 2人×20,000円×12ヶ月 ＝ 480
Worker（集荷、搾油、加工等） 42人×10,000円×12ヶ月 ＝ 5,040
農業機器等
　　燃料、維持費等 ＝ 5,000
用地借上 2,000万円/ha/年×200ha ＝ 400
諸経費（種子代を含む） 200,000円×12ヶ月 ＝ 2,400

小計 13,920
諸経費（15%） ＝ 2,088

＝ 16,008

JC
（12ヶ月間）（3ヶ所）

JC長 1人×50,000円×12ヶ月×3カ所 ＝ 1,800
JC長補佐 1人×30,000円×12ヶ月×3カ所 ＝ 1,080
JC Staff （主任レベル） 2人×20,000円×12ヶ月×3カ所 ＝ 1,440
Worker（植栽管理等） 18人×10,000円×12ヶ月×3カ所 ＝ 6,480
農業機器等
　　燃料、維持費等 ＝ 1,000
用地借上 2,000円/ha/年×200ha×3カ所 ＝ 1,200
諸経費 100,000円×12ヶ月×3カ所 ＝ 3,600

小計 16,600
諸経費（15%） ＝ 2,490

＝ 19,090  
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 (4) 収支計画作業の関連資料 

 

a. 支出に関わる原材料の購入等 

 

①ジャトロファプロジェクトの傘下に入った各農民 Small holder（1ha 植栽）からのジャト

ロファ種子の買上げ価格は農家の軒先渡しで 150Tsh／kg とする。 

    原油換算値は 33,000 円／ton である。（150Tsh/kg×1,000×0.055÷0.25=33,000 円/ton） 

   ②外部から購入するジャトロファ種子の購入額は 193Tsh1（原油換算で 42,500 円／ton）で   

ある。（193Tsh/kg×1,000×0.055÷0.25＝37,400 円/ton） 

   ③外部から購入する廃油の購入額は、 

体制作り+ 集荷協力費+ フィルター処理費＝22,500 円／ton と概算した。 

 

b.タンザニアの法人税率及び間接税率 (消費税等) 

 

 2009 年 2010 年 

法人税 30% 30% 

間接税 20% 18% 

 

    JJ としては本事業経費計画において法人税 30%その他 20% (間接税等)として 50% 

    で試算した。 

 

c. 為替レート 

     1US$=85 円、1Tsh=0.055 円 

 
  d. 収入に関する予測と運用資金残高、累積残高 

   ① 各年度に必要とする資金は前年度中に投融資の手続きを完了しておき、年度初めに確

保する。 

   ② 経費及び売上は年度末に積算する。 

   ③ 運用資金残高は赤字にならないように注意する。赤字になった場合は累積残高から充

当する。 

   ④ 償還は年度末に収支実績を見て最大限に可能な範囲で行う。 

    

 

 

 

 
  

                                                        
1193Tsh での買取は、インセンティブが適用されないので 43Tsh を上乗せした。 



5-11 
 

 
5.3 資金計画 

 

本事業計画（案）の事業化の資金調達については、① JICA の海外投融資、② 日本の都市銀行

のシンジケートローン、③ その他民間投融資の可能性等を幅広い選択肢を探る。 

 

  (1) 具体案（日本の都市銀行によるシンジケートローン） 

 

Rural Energy Agency の FS とシンジケートローン 

    

・タンザニアの REA（Rural Energy Agency）から Feasibility Study の提案と Rural Energy Fund

の活用を示唆された。 

 

JJ／TJのジャトロファ事業に強い関心を持ったREAからのFeasibility Study (FS)の提案内

容は次のとおりである。 

     ① ジャトロファ原油を購入 

     ② エマルジョン装置を用いてジャトロファ・エマルジョン燃料を作る 

③ ディーゼル発電機を作動させて電力を消費してジャトロファ・エマルジョン燃料

が発電に適していることを検証する。 

④ ある一定規模において発電→売電の検証 

 

REA はタンザニア政府関係者、研究所、大学等の専門家が FS に立会い検証することによ

って、政府部内に支持層を確立することを意図しているように思われる。 

 

1 年間かけて FS を行った後、日本のシンジケートローンを中心に事業化を進める含みが

ある。 

 

尚、REA の FS のみで推移することになると、1 年間は REA の FS、その後に植栽から需

要までの創業事業は 1 年遅れで続くことになる。 

従って、BOP で協力を得たメンバーに 1 年間待つように難しい説得が必要になる。 

 

・日本の Syndicate Loan とタンザニアの Rural Energy Fund の併用も可能であるとのコメント

もあった。 
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図－20 REAとの Syndicate Loanプラン 

 

 

Syndicate Loan タンザニア政府の国策事業に対して融資する日本の都市銀行グル

ープのローン 

世界銀行（MIGA） Country Riskの 95%を保証 

Advisor タンザニア政府（Rural Energy Agency）に対してジャトロファによ

る発電と電化の Asset Managementを行う。 

Project Office Rural Energy Agency 

Developer タンザニア政府（Rural Energy Agency）からジャトロファによる 

発電と地域の電化事業を受注 

 

  

Syndicate Loan 

[日本の都市銀行] 
Tanzania ,Ministry of Finance 

MIGA 

Tanzania, Ministry of Energy 

Rural Energy Agency 
Advisor 

(Japan Jatropha Inc.) 

Developer  

(Tanzania Jatropha Co. Ltd.) 

- Jatropha Energyの生産と 

Electric powerの供給 

- Rural areaの電化 

- Jatorpha Energyの生産 

- 電力の供給 

- Rural areaの電化 

Asset Management 

Country Risk 95%を保証 

contract 
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タンザニア政府の立場（REA） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

  

Governance Arrangement 

Minister  
Responsible for Energy

Minister  
Responsible for Finance 

Rural Energy Board Stake holders 

Consultations on 
sources of funds 

Rural Energy Agency 
Rural Energy Fund 

Trust Agent Project Developers 
and Partners 

REA is Secretary 
to REB 

Minister appoints Board from 
stakeholders representatives 

Board Governs 
REF 

REB appoint Trust Agent to 
manage disbursement of grants Works with project 

 developers 

REA は JJ に対して、日本の Syndicate Loan に関心があるが、REF（Rural Energy 
Fund）の活用も並行して活用することを示唆された。 
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資金の流れ及びプロセス 
 

 資金の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 プロセス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Tanzania, Ministry of Finance 

Syndicate Loan 

Tanzania, Ministry of Energy 

(Rural Energy Agency) 

Advisor 

Japan Jatropha Inc.

Developer 

Tanzania Jatropha Co. Ltd 

Tanzania の Cabinet が国策事業として 

長期借款を決定するため準備開始 

Loan 

国庫 

収益 

閣議決定 

Syndicate Loan WB/MIGA Tanzania, Ministry of Finance 

Tanzania, Ministry of Energy 

Rural Energy Agency 

＋＋ 

Developer 

Advisor 

JJ は Asset Management を実行 

契約

契約

TJ は Developer として創業事業を展開 

償還 

Asset Management fee 
Loan 

Loan 
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産業省の輸出産業の創出に対する Syndicate loan 

 

   シンジケートローンはシンジケーションを組むため事業規模を当初から創業事業（2,000ha）

につづく本格事業（20,000ha）の資金規模は 25億円とする。 

 

   産業省としては独自の FSを行わずにシンジケートローンの Schemeを財務省に持ち込むこ

とは難しいであろうとのコメントがタンザニア政府関係者から届いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－21 産業省との Syndicate Loanプラン 

 

 

Syndicate Loan タンザニア政府の国策事業に対して融資する日本の都市銀行グル

ープのローン 

世界銀行（MIGA） Country Risk の 95%を保証 

Advisor タンザニア政府（Ministry of Industry）に対して輸出産業の創成の

Asset Management を行う。 

Project Office Jatropha Development Section を Industry省内に設置 

Developer タンザニア政府（Ministry of Industry）からジャトロファ輸出事業

の開発事業を受注 

 

Syndicate Loan 

[日本の都市銀行] 

Tanzania ,Ministry of Finance 

MIGA 

Tanzania, Ministry of Industry 

Jatropha Development Section Advisor 

(Japan Jatropha Inc.) 

Developer  

(Tanzania Jatropha Co. Ltd.) 

Asset Management 

Country Risk 95%を保証 

contract 

- 輸出産業創成スキーム 

- Outer growing 

- 集荷・搾油 

- エマルジョン 

- 発電、農業機械、建築機械等の需要 

- 輸出プロセス 

- 日本側の Biomass の Needs 

- 植栽 

- 集荷 

- 搾油、加工（エマルジョン） 

- Tanzania国内需要向け販売 

- 対日輸出 

[新設] 
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資金の流れ及びプロセス 
 

 資金の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 プロセス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   産業省（Ministry of Industry）に対しては、REA の関心が先行したため本件を持ち込んでい

ない。 

 

Tanzania, Ministry of Financial 

Syndicate Loan 

Tanzania, Ministry of Industry 

(Jatropha Development Section) 

Advisor 

Japan Jatropha Inc.

Developer 

Tanzania Jatropha Co. Ltd 

Tanzania 政府が短期借款を決定する

ため準備開始 

国庫 

収益 

財務省 

Syndicate Loan WB/MIGA Tanzania, Ministry of Financial 

Tanzania, Ministry of Industry 

Jatropha Development Section（新設） 

＋＋ 

Developer 

Advisor 

JJ は Asset Management を実行 

契約

契約

TJ は Developer として創業事業を展開 

償還 

Asset Management fee 

Loan 

Loan 

Loan 
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   2010 年末、数回産業省に対しては JJ の事業計画を説明して、支持する旨の回答を得ている

ので本件に取り組む可能性は期待できる。 

 

 

(2) その他（民間企業との提携） 

 

民間企業との提携 
 

   民間企業との提携については開拓努力を続ける。 

 

 



 
 

タンザニア国ジャトロファ事業準備調査(BOP ビジネス連携促進)報告書 

 

 

 

 

 

 

 

第６章  開発モニタリング 
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第 6 章 開発モニタリング 

 

6.1  貧困対策 

 

タンザニアにおける貧困対策は国家的な重要課題である。国民の 60%を超える農民は農務省

と FAO が指摘する通り生産効率を上げる必要がある。 

  Small holder は耕作可能な用地を平均 5ha 所有しているが、農作物を現実に耕作している面積

は 1～2ha である。米作りに例をとると段収 2 俵で生産効率を上げれば 4 俵は到達可能である。 

 

但し、農作物の成長段階に手入れを十分にするという着意が農民の間にほとんどない。米、

トウモロコシ、その他、農作物の作付け現場を見ると手入れをせずに収穫を待っているよう

に見える。 

農作物が収穫期になると州都、県等の商人が農家を訪れて安い値段で買いたたき、市街地区

で簡単な付加価値（生トウモロコシ→焼トウモロコシ）をつけた上で販売している。 

農民は不合理であると思いつつ、農作物の集荷販売体制がないため、対応策がない。 

 

このような状況で農民の年収は 2～5 万円相当となり、貧困層に分類される。 

 

  農民は 1～2ha のジャトロファを植栽して 1ha 当たり 5,000kg の種子を収穫できるとすると、

成果物の種子を 150Tsh／kg で売渡したときに、約 4 万円／年の増収となる。 

  150Tsh/kg×5,000kg＝750,000Tsh＝41,250 円 

 

将来 100 万 ha の拡張事業を行うと約 60 万人の Small holder が 2ha にジャトロファを植栽する

と 2ha で 10,000kg の種子が収穫でき、所得は農業収入を加えると 3 倍増となる。 

  150Tsh/kg×10,000kg＝82,500 円 

 

  季節労働者、小作農についても同様の効果が期待できる。 

  100 万 ha の植栽のさいに Small holder は、ジャトロファ創業事業（2,000ha）の実績を見て 

2ha／人で事業に参画すると予測する。 

 

 創業事業（2,000ha） 拡張事業（100 万 ha） 

Small holder 用地 1,200 ha  60 万 ha   
直営用地 800 ha  40 万 ha   
Small holder 数 1,200 人  30 万人   
テナント、季節労働者 410 人  約 20 万人   

 

傘下に入る Small holder に対してはインセンティブとして農業効率の向上に係る助言も予定 

している。 
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6.2  開発効果のモニタリング 

 

 モニタリングデータ収集頻度等については Rural area で事業が展開できた後に考察すること 

が考えられる。 

 

Rural area への電力供給は、事業の１つの主体となる業務であり、TANESCO による Grid 

System の整備進捗状況を参考にして REA と協議を行い、事業を進めていく。さらに、電化

は、生活環境と社会インフラの整備について地方自治体、村の意見等を取り入れ進めていく

必要もある。 

 

従って、PDM は確定情報データを入手し後に見直し作業を実施するため、数年おきに繰り

返すことになる。 
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6.3  タンザニアジャトロファ事業準備調査に係る PDM (Project Design Matrix) 

 

 

プロジェクト要約 指      標 指標データ入手手段 外部条件 

上位目標 

タンザニアにおいて、貧

困削減及び石油の代替エ

ネルギー源として地産地

消のジャトロファ事業が

定着・増加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) ジャトロファ事業の貧困削減効果・ 

地場産業としての定着状況の確認のための 

指標 

(a) ジャトロファの生産・加工・販売量： 

ベースライン 0 ton/年➝125 万 ton/年 

(b) 就業者数：ベースライン 0 人➝ 約 50 万人

(c) 就業者の所得増： 

ベースライン 0 ドル/年➝ 約 500 ドル/年 

(d) 派生ビジネスが発生：経過観察 

(2) ジャトロファ油利用の自家発電機による

OffGrid 電化の実施状況確認のための指標： 

 ベースライン 0MW ➝ 1～2MW/村 

(3) 石油の代替エネルギー源としてジャトロフ

ァ油利用の進捗状況の確認のための指標 

(a) 販売量及び伸び率： 

ベースライン 0ton/年➝125 万 ton/年 

(b) タンザニア全国での販売量： 

ベースライン 0ton/年➝ 45 万 ton/年 

(4) 大規模輸出産業化の確認のための指標 

ジャトロファ原油輸出： 

ベースライン 0ton/年➝80 万 ton/年 

 

 

・統計データ 

・対象地域における 

インタビュー及び 

ヒアリング 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

タンザニア政府及び 

先進国における 

ジャトロファ油等 

BDF 利用促進に関 

する制度・政策面の 

事業環境の継続 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロジェクト目標 

BOP ビジネスの展開を

通じて、ジャトロファ事

業によりバイオエネルギ

ーの地産地消がタンザニ

アにおいて全国的に具現

化する。 

 

(1) ジャトロファ事業の｢地産｣状況の確認のた

めの指標 

(a) 全国的な具現化状況の確認のための指標 

地産地消の｢地産｣に相当） 

・ジャトロファ事業に従事している州の継続

的な拡大： 

Morogoro, Tanga,Pwani, Lindi, Mtwara,   
・良好な育成：5ton/ha 
・エマルジョン加工能力： 
ベースライン 0ℓ/h/台➝ 500ℓ/h/台 

 

・自治体統計データ 

・市場価格の調査 

・対象地域にける 

インタビュー及び 

ヒアリング 

 

 

・過疎州のタンザニア

政府及びドナー支

援による Off Grid

電化の推進政策の

維持及び投資計画

の着実な実行 

・ジャトロファ事業の

維持・拡大に必要な

インフラが整備さ

れる。（港湾整備）
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プロジェクト要約 指      標 指標データ入手手段 外部条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果 

(1) タンザニアにおい

て、パイロット州を対

象にジャトロファ事

業の創業が実現する。 

(2) 創業したジャトロフ

ァ事業のパイロット

州からタンザニア全

国への本格展開が実

現する。 

 

 

(b) BOP ビジネスの要件の確保のための指標 

・BOP 層従事者数： 

MJC:ベースライン 0➝1 

JC:ベースライン   0➝10 

雇用:ベースライン 0➝ 約 1 万名 

・過疎州に適合するノウハウ移転の進展 
(2) ジャトロファ事業の｢地消｣状況の確認のた

めの指標 

(a) タンザニア全国での地消状況の確保のため

の指標 

・販売量(消費量)： 
ベースライン 0ton/年➝25,000ton/年 

(b) BOP ビジネスの要件の確保のために、 
ジャトロファ油を利用した自家発電機によ

る Off Grid 電化の実現の指標： 
・売価：ベースライン 0 円/ℓ➝80 円/ℓ 
・BOP 層の販売量(消費量): 

ベースライン 0ton/年➝ 25,000ton/年 

 

 

(1) 創業実現の進捗状況の確認のための指標 
(a) 農民グループ編成数： 

MJC ベースライン 0➝ 1 
JC  ベースライン 0 ➝ 3 

(b) 植栽：ベースライン 0ha➝ 2,000ha 
(c) 良好な成育：5ton/ha 以上 

(d) ジャトロファ油を利用した自家発電機によ

る Off Grid 電化の実施状況の確認のための 

指標： 
ベースライン 0 ➝3,800ton/年 

(e) ジャトロファ豆炭の製造販売： 
ベースライン 0ton//年➝12,000ton/年 

 (f) ジャトロファ有機肥料の製造： 
ベースライン 0ton/年➝4,500ton/年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・中央政府の政策反映

協力 

・過疎州を含む地方自

治体の直接参加 
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プロジェクト要約 指      標 指標データ入手手段 外部条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動 

(1) 創業段階 

モロゴロ地区で以下

の活動を行う。 

(a)  MJC,JC の編成運用

を行う。 

(b)  2,000ha の植栽を 

行う。 

(g) 売価： 

・購入種子のエマルジョン製造・販売の場合：

90 円/ℓ以下 

・植栽種子のエマルジョン製造・販売の場合：

80 円/ℓ以下 

・ジャトロファ豆炭製造・販売の場合： 

1650 円/60Kg 以下 

 

(2) 本格段階の進捗把握の確認のための指標 

(a) 農民グループ編成数： 

MJC ベースライン 0➝ 1 

JC ベースライン 0 ➝ 10 に拡充 

(b) 植栽：ベースライン 0ha➝ 20,000ha 

(c) 購入種子のエマルジョン販売： 

ベースライン 0ton/年➝ 500ton/年 

(d) 植栽種子のエマルジョン販売： 

ベースライン 0ton/年➝25,000ton/年 

(e) ジャトロファ豆炭の販売： 

ベースライン 0ton/年➝120,000ton/年 
(f) ジャトロファ有機肥料製造： 

ベースライン 0ton/年➝45,000ton/年 
(g) 売価：創業段階で実現した価格の維持 

(3) その他 
・農業実施面で農業との共生が確保されてい

る。（環境社会配慮面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ジャトロファ油等の

化石燃料の代替燃料

利用促進に関するタ

ンザニア政府及び先

進国の制度・政策面の

事業環境が確保され

ている。 

 

投      入 

日  本  側 現  地  側 

(1) 創業段階 

(a) 人員 

・MJC,JC 編成運用 

・植栽技術 

・エマルジョン加工技術 

・販路開拓指導 

・豆炭技術 

・有機肥料技術 

創業段階・本格段階共

通 

・人材と労働力 

・用地確保 

・販路開拓協力 
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プロジェクト要約 指      標 指標データ入手手段 外部条件 

 

 

(c) エマルジョン設置・

加工・販売を行う。 

(d) 売電を行う 

(e) ジャトロファ豆炭の

製造・販売を行う。 

(f) ジャトロファ有機肥

料を製造する。 

(植栽地域への施肥) 

(注) 各活動には技術移

転活動の実施を含む。 

 

(2) 本格段階 

モロゴロ地区及び過

疎州で以下の活動を

行う。 

(a) MJC×2、JC×10 の編成

運用を行う。 

(b) 20,000ha の植栽を行

う。 

(c) エマルジョン設置・

加工・販売を行う。 
(d) 売電を行う。 
(e)ジャトロファ豆炭の

製造・販売を行う。 
(f) ジャトロファ有機 

肥料を製造する。 
(植栽農地への施肥) 
(注) 各活動には技術移

転活動の実施を含む。 
(含：過疎地に適合する 

ノウハウ・技術の移転） 

投      入  

日  本  側 現  地  側 

(b) 資金（含：タンザニアジャトロファ社設立

に係る資本金） 

(c) マシン 

・発電機の輸出 

・豆炭製造機の輸出 

 

 

 

 

 

 

(2) 本格段階 

・発電機の輸出 

・豆炭製造機の輸出 

・エマルジョン 10 基 
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別添資料－2 

 
タンザニアの電力買取政策の概要 

 
１ ライセンス・資格等 

    特に指定されたライセンスや資格の規定はないが、プロジェクト実施は 
    次のステップとなる。 

(1) プロジェクトの認識 
(2) 土地の確保 
(3) 資源、リソースなどの確保 
(4) 必要なライセンスや同意書などの取得 
(5) 資金の確保 
(6) 建設 
(7)テスト、委託 
(8) 実施、報告 

これらの過程で必要となるライセンスや使用許可、同意書などを事前に取得する 
ことは要求される。 
当然、事業主登録など必要な資格は要求されるが、事業内容、技術内容など応札 
資格の可否は審査され判定されるものと思われる。 
LOI（Letter of Intent）の要求資料に基本事項の記載が求められる。 
その後、審査をパスすれば正式な LOI が発行され契約交渉開始となる。 
 
LOI 請求書には以下の情報を盛り込む。―＞付紙第 1（Form 1） 
・施設の場所（緯度、経度）水力、ダムなどは川などの位置、プラントの位置。 
・燃料の種類（水力、バイオマス、風力など） 
・発電能力（MW）、出荷計画電力（MW）、年間発電計画（GWｈ） 
・土地の所有証明書、リース契約書など使用権が明記されたもの。 
・資源利用権など。 
 

２ 配線、インフラ 
 
相互接続及び電力販売に関するアプリケーションフォームに記載事項がある。 
―＞付紙第２（Form 3） 
・発電会社の情報 
 ・発電プロジェクトの内容（発電所の位置、発電容量、出荷可能容量、 
  オペレーション開始時期目標など） 
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 ・DNO に接続する為の詳細情報（サイト別）、発電機技術情報 
 
内容が合格すれば DNO より相互接続証明者が発行される。－＞付紙第３（Form 4） 
                   
 

３ 場所、州 
 
SPP 建設用土地の所有権証明又はリース契約書 
(a) 関係政府発行の土地所有権証明者 
(b) リースの場合はリース契約書 
(c) あるいは土地の所有権を証明する資料 
 
建設場所について環境保全、住民の安全や生活環境の保全など当該事自治体 
や国の基準をクリアーする必要がある。（CAP-119） 
 

４ 買取り要領 
 
電力買取りに関しては基本契約 SPPA(Standardized Small Power Purchase 
Agreement)に従い販売／購入される。Developer <-> DNO 
APPENDIX B にファシリティーの詳細、最小／最大供給量などの情報が含まれる。 
SPPA は EWURA の管理下にある。EWURA が事業運用のライセンスを発行 
そこに種々規定や義務などが盛り込まれる。 
但し、１MW 以下の発電に関してはライセンスの取得は不要であるが、事業主 
の登録及び適正に運用されているか情報の提供が義務付けられる。―＞付紙第４（Form 
5） 
 
買取り容量：特に最小、最大の規定はないが、最小～最大電力供給量を申告しているの

でこの範囲以内で DNO と個別に折衝するものと思われる。 
 
買取り価格：APPA で規定されたルールに従い、その年の買取基準額が発表される。 
最低価格は現時点まで（前年）での買取り価格を最低とし最高額は基準価格の１．５倍 
とする。（消費者物価指数などにより調整される。） 
価格は次の４つのケースに分類される。 
 
(1) 全量  -＞DNO へ販売（Main grid）     Case-1 
(2) 全量  -＞DNO へ販売（Isolated mini-grid） Case-2 
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(3) 小売り-＞（最終ユーザー）（Main grid） Case-3 
(4) 小売り-＞（最終ユーザー）(Isolated mini-grid)    Case-4 
 
Case-1 : 一般の電力供給者（近隣諸国も含め）から購入する場合と同じで、 
    DNO 自身のコスト、利益を長期、短期の戦略より算出、買取り価格 
    を決定、これが標準価格となる。 
 
Case-2 : 計算根拠は Case-1 と同じであるが短期の計算は資金や燃料、オペレーション 

費用、メンテコストなどの増加は平均化されて計算に算入される。 
 
Case-3, Case-4 : 最終ユーザーへの直売にかかるコストを算出、プラス適正利益を加え 
        それを標準料金として EWURA へ提出、承認を得る。 
料金体系は； 

(a) 定型的な per/KWh 単位での料金 
(b) 使用電球数、電化製品の種類、台数などによる定額月額制 
(c) その他の方式 

 
＊料金例（PUBLIC NOTICE）２０１１年度用 
 (1)  Main Grid connection Tariff 
         Standard SPP Tariff       112.43TZS/kWh 
季節変動 Dry season       134.92TZS/kWh 
                  Wet season       101.19TZS/kWh 

(2)  Mini Grid Connection Tariff 
      Standard Grid Tariff        380.22TZS/kWh 
 
 

REFERENCES： 
・ The Electricity ACT (CAP 131) 

The Electricity (Development of Small Power Projects) Rules, 2010 
・ Guidelines for Grid Interconnection of Small Power Projects in Tanzania 
・ The Energy and Water utilities Regulatory Ewura 
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付紙第１（Form1） 
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(1/3) 
付紙第２（Form３） 
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(2/3) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(3/3) 
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(3/3) 
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付紙第 3（Form4） 
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付紙第 4（Form5） 
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別添資料－3 

 

インセンティブの詳細 

 
(1) JJ (Japan Jatropha Inc.) は、TJ (Tanzania Jatropha Co. Ltd.) に対して Know 

How の移転 (KT : Know how Transfer) と技術の移転 ( TT: Technology Transfer) 
を行う。 
JJ と TJ は協力して Model Jatropha Cooperative(MJC) を整備して TJ の直営と

して一般に公開する。 
 

(2) 新しい JC（Jatropha Cooperative）を設立する場合は、TJ が中心になり、当該地

域の有力者で人望のある人材を JC 長に指名する。 
続いて、JC 長が中心になり、傘下に入る農民と雇用する労働者を募集する。 

    TJ は、JC 長を中心に新 JC を編成して、業務委嘱内容を明確にした合意文書を作

成し、運営資金を提供して業務を開始させる。 
 

(3) JC の運営が軌道に乗るまでの間、TJ は新 JC を全面的に支援する。 
 

(4) 中小規模の JC は中長期的な視点から TJ が指導して統合する。TJ は、数万 ha 規

模を標準サイズとする JC 群を傘下に抱えることを理想像とする。 
 

(5) JJ は TJ の助言を得て、有機農業、米づくり等の農業全般にわたる研究開発を行い、

TJ 及び JC 経由で JC の傘下の農民に対して TT を行う。 
但し、JJ／JT が農民の農業に直接的に関与することはない。 

 
(6) JJとTJは協力して有機肥料の自給体制を開発してTJ又は JCレベルで整備する。 

JC 傘下の農民は有機肥料をジャトロファに施肥すると共に安い経費で自分が耕作

する農地に施肥できる。 
 

(7) TJ と JC は雨水及び地下水を利用する体制を井戸、貯水池等の形で整備する。 
JC 傘下の農民はジャトロファに対する水遣り、又は生活用水として使用できる。 

 
(8) JJ と TJ は協力してジャトロファの殻及び搾り粕を原料とする J 炭(Jatropha 

Briquette)を研究開発して商品化する。 
TJ、JC 及び JC 傘下の農民と雇用した労働者は J 炭を割引価格で購入できる。 
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  参考   
 
 
 
 

(9) TJ は MJC と JC に JEF（Jatropha Emulsion Fuel）を使用する自家発電システム

を導入して業務の合理化を図る。 
    JC 傘下の農民はこの自家発電電力の一部を使用できる。 
 

(10) JJ と TJ は TZ 及び日本の大学、専門機関等の協力を得て、遺伝子操作等の品種

改良の先端技術を研究開発してジャトロファ事業を補強する。 
    JC 傘下の農民はこの先端技術を現場で活用できる。 
 

(11) TJ と JC は農民と労働者の労働時間を通年で均等化されるようにマネージメント

を行い、傘下の農民と雇用した労働者の年収の増加と安定化をはかる。 
 

(12)・JC が雇用した農民と労働者に対して、JC の職員、搾油／製油、運送、Oil の保

管、品質管理、有機農業、マーケティング、販売等の専門家として登用する道を

提供する。 
 
    ・JC が雇用した農民と労働者は植栽地の整備状況等に合わせて住まいを移動する

必要があるため、低コストの簡易プレハブ、テント等の住宅を準備する。 
 

(13) TJ は、JJ の指導をうけてジャトロファ原油の製油施設を整備して、JEF を製造

し、国内の需要に対応する。 
 

TJ、 JC 及び JC 傘下の農民と雇用した農民及び労働者は、ジャトロファ原油、JEF
を割引価格で購入できる。 

 
 
 
 
 
 
  

傘下に入る農民： 
従属関係又は協賛者として JC に参加する農民を指しており、契約行為が 
必須条件ではない。 

  但し、Incentive が契約よりも強い拘束力になる。 
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別添資料－4 

操業リスク 

 
日本ジャトロファ㈱ Japan Jatropha Inc.(JJ) 
JJ は、㈱国際情報リサーチ研究所(I3R)が主催した５年間にわたる日本、タンザニア合同

ジャトロファ研究会の主要メンバーが、I3R の知的資産を継承して、事業体として平成

22 年 2 月に設立した。 
 

役職 氏名 担当 略歴 特技 

代表取締役 松尾雅史 CEO ジャトロファ研究会幹事、 

㈱国際情報リサーチ研究所 CEO 

事業企画と経営、 

 

取締役 市川悌二 経営戦略 元三菱商事理事 国際事業の中核 

取締役 平野 哲 総務 元日本電気主席技師長、 政財界に精通 

取締役 浦野 哲 技術 ㈱国際情報リサーチ研究所技術課長 技術実務に精通 

経理部長 西山吉洋 日/TZ 経理 元税務大学校教授、税理士 税務のエキスパート 

監査役 小林七郎 日/TZ 法務 日本弁護士連合会常務理事 法務のエキスパート 

国際部長 飯室栄 国際営業 元伊藤忠商事社員 国際ビジネスの中核 

技術部長 加藤釼嗣 品質管理 ㈱国際情報リサーチ研究所顧問、元防衛庁空将補 経理のエキスパート 

植栽部長 瀬川宗生 植栽 元林野庁、JICA のケニア、タンザニア派遣専門員 林学のエキスパート 

 
それぞれの専門分野に日本一流の知己を持つ参加者が出資者となり、事業体の重要な領

域をカバーする体制をとっている。 
 
会社設立後、一年余で、企業体質と財務体質を固める段階にある。 
会社の主要ポストについて取締役等は数年間に事業展開と同期して、有能な人材を確保

して企業体質を固めるため活動している。財務体質を固めるため、国内の公的機関、民

間企業に働きかけており、遠からず、事業活動資金が潤沢に運用できるように最善を尽

くしている。財務リスクは、まだ完全にクリアできずにいるが、シンジケートローン等

の積極的な提案も受けており，FY2012 には安定状況に進む見通しは明るい。 
 
特にタンザニア側が、政府関係機関も含めて農民まで JJ のジャトロファ事業に大きい期

待を寄せていることが、FY2011 に明確になってきたことは操業リスクを好転させる徴候

であると判断している。 
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JJ にノウハウと技術を提供した㈱国際情報リサーチ研究所の国外での類似業務経験 
No 国名 案件名 事業概要 業務実施

期間 
1 タンザニア 「米づくり及び植林」 

I3R（㈱国際情報リサーチ

研究所）は NGO 地球緑

化の会（EGAJ）の 
中核スポンサー 

NGO EGAJ を発足させて、タンザニアの新首都ドド

マ州ドドマにおいて首都開発公団総裁 Mr.キマリオの

協賛を得て貧困農民と共に植林と米づくり活動をし

た｡ 
植林は軌道に乗り財務体質も安定したこと、米づくり

は別途 NPO 法人として独立することになり、中核ス

ポンサーの座から離れた。 

1975 ～
2004.7 

2 タンザニア 「米づくり」 
NPO 法人「ICBO：事業

展開を視野に入れた国際

貢献」の中核スポンサー

I3R は NPO 法人 ICBO を発足させて、モロゴロ州の

ダカワにおいて州及び県の協力を得て 100 名の貧困

農民と共に日本の有機自然農法による「米づくり」活

動をした｡2005 年 11 月には日本の参議院調査団の訪

問があった。 
試行錯誤を行いつつ成果を挙げたが、活動資金支援の

限界があり、現在は休眠中。 

2005.2 ～
2010 

3 タンザニア 「バイオ豆炭づくり」 
I3R 

I3R は薪炭の多用による森林破壊の進行を抑える目的

で、ムベア州でエネルギー省及びキウラ炭坑㈱

（KCM）の協力を得て 80 名の労働者を雇用してバイ

オ豆炭の試作に成功した。しかし、石炭の販路に困っ

ていた KCM は豆炭原料の石炭に高い価格を期待した

ため、貧困層向けの安価豆炭という条件を満足でき

ず、事業化を見送った。 
現在は、中国が KCM 石炭火力発電の整備を進めてい

るので、安価な豆炭又は石炭屑を入手してバイオ豆炭

づくりを BOP ビジネス化する可能性はあると推測し

ている。 

2002.7 ～
2006.12 

4 タンザニア 「ムチュチュマ石炭火力

発電事業開発」 
I3R 

I3R は、ムベア州ムチュチュマにある露天掘りの瀝青

炭を使用して500MWの発電設備を建設する事業に取

り組む日本の IPP（Independent Power Producer）を

捜して欲しいとタンザニア国土開発公社総裁から依

頼されて、ドイツ（シーメンス）、インド等の FS 報

告書をベースにして J-Power、大手商社及び大手メー

カーに働きかけたが事業全体を受けて立つ企業は見

付からなかった。 

2006.1 ～
2006.8 

5 タイ 「ジャトロファ事業企

画」 
I3R 

I3R はタイの貧困農民が多い東北地方において国有地

を用いてジャトロファの植栽を行う事業について、政

界、教育研究機関、統合軍等と協議を進めたが資金力

がある欧州系企業の進出の動きに押されて中断した。

事業環境が整えば再度進出を試みる予定である。 

2007.10
～2008.6 

6 マレーシア 「バイオ豆炭づくり」 
I3R 

I3R は貧困層の多いインドネシア及びカリマンタン州

等のマーケットを対象にして、カリマンタンの石炭を

用いてバイオ豆炭の試作に成功した。しかし、石炭の

物流に問題があり、代替のオーストラリア炭は価格交

渉が成立せず中断した。 

2006.5 ～
2007.6 

7 タンザニア ジャトロファの植栽 NPO 法人 ICBO はタンザニアのモロゴロ州において

イオン財団の助成金によって地域農民にジャトロフ

ァの植栽（約 8ha）を委嘱した。 
順調に成育して 2010 年現在、ジャトロファ原油の収

穫が始まっているが、資金不足のため事業拡張は行っ

ていない。 

2006.11～
2008.12 
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